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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月

売上高（千円） 27,467,546 24,439,490 22,350,451 28,105,929 － －

経常利益又は経常損失（△）

（千円)
71,676 △495,678 △238,882 292,914 － －

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円)
45,408 △929,626 △711,257 13,260 － －

純資産額（千円） 2,336,389 1,398,731 1,688,810 － － －

総資産額（千円） 9,228,762 8,763,704 6,883,426 － － －

１株当たり純資産額（円) 447.30 267.79 88.50 － － －

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円)
8.65 △177.98 △44.96 0.54 － －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
8.65 － － 0.54 － －

自己資本比率（％) 25.3 16.0 24.5 － － －

自己資本利益率（％） 1.9 △49.8 △46.1 － － －

株価収益率（倍） 24.9 △1.12 △7.34 403.7 － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
125,592 488,192 △266,661 225,729 － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△292,374 △304,849 △39,667 △1,210,963 － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
1,319,312 △1,298,666 1,026,090 △189,492 － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
2,342,255 1,349,260 2,069,022 1,327,029 － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

186

[361]

192

[359]

115

[166]

－

[－]

－

[－]

－

[－]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第24期及び第25期におきましては、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失が計上されているため、記載しておりません。

３．第24期におきましては、株式会社ハブ・ア・グッドを持分法適用関連会社から連結子会社としたことによ

り、前期に比し36名増、経営の合理化による希望退職者（平成16年９月末退職）により、前期に比し34名減と

なっております。

４．第25期末の従業員数が前期末に比し77名減少し、平均臨時雇用者数が193名減少いたしましたのは、主に連結

子会社３社の全株式を当期に譲渡したことにより連結の範囲から除外したことによるものです。

５．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。
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６．株式会社ウェブベースは、平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の無償消却を行い、

当社の持分比率がゼロとなったため、連結の範囲から除いております。

この結果、第26期末において連結子会社は存在しません。よって第26期の連結財務諸表については、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成し、連結貸借対照表及

び連結附属明細表は作成しておりませんので、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率、自己

資本利益率、従業員数については、記載しておりません。

なお、第26期の連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に含まれ

る株式会社ウェブベースの会計期間は平成17年10月１日から平成18年３月31日であります。

また、第27期より連結財務諸表を作成しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月

売上高（千円） 23,304,019 14,406,525 17,784,652 27,871,847 38,585,798 16,664,091

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
83,256 △122,860 163,617 413,891 △318,203 232,535

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
62,881 △1,204,101 △900,330 596 △1,589,967 382,604

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － － －

資本金（千円） 731,336 731,336 1,233,030 1,233,030 1,233,030 1,783,024

発行済株式総数（株） 5,289,268 5,289,268 19,257,634 27,363,234 27,363,234 50,767,234

純資産額（千円） 2,812,602 1,600,147 1,700,190 1,710,756 115,849 1,598,050

総資産額（千円） 8,336,100 6,434,126 6,277,352 9,721,196 6,241,770 5,805,814

１株当たり純資産額（円) 538.48 306.35 89.10 62.72 4.24 31.53

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

（円）

5.00

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円)
11.97 △230.53 △56.92 0.02 △58.27 13.64

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
11.97 － － 0.02 － －

自己資本比率（％） 33.7 24.9 27.1 17.6 1.9 27.5

自己資本利益率（％） 2.2 △54.6 △54.6 0.0 △174.1 44.65

株価収益率（倍） 18.0 △0.87 △5.80 10,900.0 △1.25 1.24

配当性向（％） 41.8 － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － － △819,009 △275,330

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － － 1,652,854 4,807

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － － △2,010,457 339,605

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
－ － － － 150,417 219,500

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

76

[11]

59

[６]

91

[166]

195

[289]

203

[333]

154

[291]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第24期、第25期及び第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失のた

め記載しておりません。

３．第24期末の従業員数が前期末に比し17名減少したのは、主に経営の合理化による希望退職者（平成16年９月

末退職）24名によるものです。

４．第25期末の従業員数が前期末に比し32名増加し、第25期末の平均臨時雇用者数が前期に比し160名増加しま

したのは、主に株式会社エービーズ・コーポレーションとの合併によるものです。

５．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。
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６．第26期末の従業員数が前期末に比し104名増加し、平均臨時雇用者数が123名増加いたしましたのは、主に平

成18年２月に株式会社アクトと合併したことによるものです。

７．第26期末の総資産額が前期末に比し3,443,843千円増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会社アクトと

合併したことによるものです。

８．第26期末の発行済株式総数の数が前期末に比し8,105,600株増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会社

アクトと合併したことによるものです。

９．第28期は、決算期変更により平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月となっております。

10．第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

11．第28期末の発行済株式総数の数が前期末に比し23,404,000株増加いたしましたのは、平成20年２月25日付に

て、ジェイオーグループホールディングス株式会社に対して、デット・エクイティ・スワップによる第三者

割当を行ったことによるものです。

また、当該第三者割当に伴い、資本金の額は549,994千円増加しております。

12．第28期末の従業員数が前期末に比し49名減少いたしましたのは、主に事業再編に伴い事業の廃止または事業

譲渡を行ったことによるものです。
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２【沿革】

年月 事項

昭和62年12月 有限会社明響社を組織変更し、神戸市東灘区に株式会社明響社（資本金20,000千円）を設立

東京都台東区に東京支店を設置

昭和63年４月 「オヤユビピアノ緑地公園店」を移転、ＡＶ（ＣＤ、ビデオ）レンタルを開始

昭和63年６月 広島市中区に広島支店を設置

平成元年３月 ＴＶゲーム専門店「ＴＶ（ティーヴィー）パニック豊中店」を開店しＴＶゲーム店の直営展開を

開始

平成元年６月 本店所在地を大阪府豊中市本町に移転

平成元年８月 ＴＶゲームＰＯＳシステムを開発し、「ＴＶパニック」フランチャイズ店の展開を開始

平成４年２月 パソコン販売及びメンテナンスを目的とする株式会社ファースト（資本金8,000千円、本店所在

地：大阪市東淀川区）を設立（当社出資比率50.0％）

平成５年12月 社団法人日本フランチャイズチェーン協会の正会員となる

平成６年11月 ＴＶゲーム、中古ＣＤに加え中古本の売買を行う複合店「ワンダーパニック小林店」を兵庫県宝

塚市に開店

平成７年３月 ＴＶパニック加盟店300店となる

ＴＶゲーム、ＡＶレンタルに加えＣＤの販売を行う複合店「ワンダーパニック豊中店」を大阪府

豊中市に開店

平成７年12月 株式会社ファーストの全発行済株式を取得

平成８年３月 株式会社ファーストが株式会社エービーズ・コーポレーションよりＣＤ等の販売に関する営業権

を譲り受け、同社社名を株式会社エービーズ・コーポレーションに商号変更

旧株式会社エービーズ・コーポレーションは株式会社ファーストに商号変更

平成８年４月 株式の額面金額変更及び単位株制度導入を目的として、ケー・ユー・システム株式会社（資本金

10,050千円、当社100％子会社）と合併

大阪支店を大阪府豊中市に設置

平成９年４月 飲食事業を行う会社として、株式会社クーフーフー（資本金10,000千円、当社100％子会社、本店所

在地：大阪府豊中市）を設立

平成９年６月 本店所在地を大阪府豊中市岡町に移転

平成９年11月 ＴＶゲーム、ＡＶレンタル、ＣＤ販売に加え新刊書籍販売を行う大型複合店「アライヴ竹の塚店」

を東京都足立区に開店

平成11年５月 ゴルフクラブの新品販売・リサイクル及び用品販売を行う「ゴルファーズマート甲子園店」を兵

庫県西宮市に開店しゴルフ店の展開を開始

平成11年７月 インターネット技術を使ったＰＯＳシステム「ｗｅｂ　ＰＯＳ」を開発し、ＴＶパニック加盟店に

導入開始

平成11年12月 インターネットによる販売システム構築のコンサルティングやｗｅｂ ＰＯＳの販売等を目的と

する株式会社ウェブベース（資本金83,000千円、本店所在地：大阪府豊中市）をインターネットシ

ステム開発会社株式会社ビジュアルジャパンと合弁で設立（当社出資比率72.3％）

平成12年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成13年９月 レンタルＣＤ卸代行店事業における仕入及び販売業務の統合を目的として、株式会社音通と分社

型共同新設分割により、株式会社ハブ・ア・グッド（資本金400,000千円、本店所在地：大阪府茨木

市）を設立（当社出資比率50.0％）

平成13年10月 直営店事業部門における業務の効率化や専門性を高めることを目的として、株式会社エービーズ

・コーポレーションに分社型吸収分割を行う

平成14年３月 株式会社ウェブベースの第三者割当増資時に90,000千円を出資（当社出資比率85.1％）

平成14年５月 暫定許諾を受け、複合カフェ店向けにＴＶゲームソフトの卸代行店業務を開始

平成14年11月 株式会社ウェブベースは、フランチャイズにおけるソリューションビジネス事業（ＩＴ・ＦＣ事

業）を行う会社として、アンサンブル株式会社（資本金10,000千円、株式会社ウェブベース100％子

会社、本店所在地：大阪府豊中市）を設立
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年月 事項

平成14年12月 株式会社ビジュアルジャパンが保有する株式会社ウェブベースの株式、全株を取得（当社出資比

率90.7％）

平成15年７月 株式会社ウェブベースの子会社アンサンブル株式会社の第三者割当増資時に10,000千円を出資

（当社出資比率50.0％）

平成15年11月 株式会社エービーズ・コーポレーションが新業態店舗となるリサイクル未来計画「レストアスト

アー京都新堀川店」と複合カフェ「ヒーリン・フィーリン京都新堀川店」の２店舗をオープン

平成15年12月 複合カフェ店向けＴＶゲームソフトの卸代行店業務を暫定許諾から正式業務へと移行

平成16年１月 株式会社セガ・ミュージック・ネットワークスが運営する個人向けＰＣゲーム配信ソフト「セガ

ゲーム本舗」を複合カフェ向けに営業開始

平成16年２月 株式会社ウェブベースが所有するアンサンブル株式会社の株式を全株取得（当社出資比率

100％）

平成16年４月 平成16年４月５日設立のダイヤライトジャパン株式会社に資本参加（当社出資比率40％）

平成16年５月 著作権保護技術（ＡＤＨシステム）を有する株式会社ジャパン・ウェーブと業務提携を行い、複

合カフェ向けにデジタルコンテンツ配信サイト「楽楽ＧＡＴＥ！　Ｏｎ　ｄｅｍａｎｄ　ｓｔａｔ

ｉｏｎ」の販売活動を本格稼動

平成16年６月 株式会社パワードコムと株式会社ドリーム・トレイン・インターネットと業務提携を行い、複合

カフェ向けに光ファイバー回線の販売事業を開始

平成16年７月 株式会社エービーズ・コーポレーションは２店舗目となる複合カフェ「ヒーリン・フィーリン」

をオープン

平成16年11月 当社が保有する連結子会社の株式会社ウェブベースの株式を一部売却

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

当社連結子会社の株式会社エービーズ・コーポレーションを吸収合併

当社が保有する連結子会社の株式会社クーフーフーの株式を全株売却

平成17年２月 当社株式のジャスダック証券取引市場における売買方式を、マーケットメイク方式からオーク

ション方式へ移行

株式会社クインランドとの業務・資本提携を発表するとともに、同社が実施する当社普通株式の

公開買付けについて賛同する旨を発表

平成17年３月 株式会社クインランドが公開買付けを通じて当社の親会社となる

当社が保有する持分法適用非連結子会社のダイヤライトジャパン株式会社の株式を全株売却

平成17年４月 当社が保有する連結子会社の株式会社ハブ・ア・グッド及び株式会社アンスコンサルティングの

株式を全株売却

平成17年５月 平成17年３月31日現在の株主所有株式を５月20日をもって１株につき３株の割合で分割を実施

平成17年６月 当社連結子会社の株式会社ウェブベースが実施する第三者割当増資に対して、当社は５億円を引

受し当社の所有割合を69.2％とする

平成17年９月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を10億円発行

平成18年２月 株式会社アクトと合併、名称を株式会社ＮＥＳＴＡＧＥに変更

平成18年６月 当社連結子会社である株式会社ウェブベースは、全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の

無償消却を行い、当社の持分比率がゼロとなり、当社子会社から外れる

平成19年４月 株式会社クインランドが当社株式の一部（3,500千株、総株主の議決権に対する割合12.83％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡

株式会社クインランドは親会社に該当しなくなり、新たにジェイオーグループホールディングス

株式会社が主要株主となる

平成19年５月 株式会社クインランドが当社株式の一部（5,583千株、総株主の議決権に対する割合20.47％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡

ジェイオーグループホールディングス株式会社が筆頭株主（所有株式数9,083千株、総株主の議決

権に対する割合33.30％）となる

平成20年２月 ジェイオーグループホールディングス株式会社がデット・エクイティ・スワップによる第三者割

当増資を引受、当社の親会社（所有株式数32,487千株、総株主の議決権に対する割合64.10％）とな

る
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３【事業の内容】

当社は、ＴＶゲーム販売専門店の直営店の運営及びＦＣ店舗の展開を中心とした、ＴＶゲーム関連事業を主な事

業としております。また、ＴＶゲームに加え、書籍の販売・買取、ＡＶ関連商品の取扱いも行なう複合店の運営及び

ＦＣ展開を行なうほか、その他の事業として、ゴルフ用品の買取・販売、ゲームポータルサイトの運営、携帯電話販

売代理店事業を行なっております。

①ＴＶゲーム専門店「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ」（ワンパク）「ＣＯＭＧ！ 」（コング）「ギャング

スター」のＦＣ展開

②直営店におけるエンタテインメントソフトの販売・買取及びレンタル

③書籍関連事業

④エンタテインメント関連商材の開発・販売

⑤ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ」（ジーレップ）の運営

⑥ゴルフ用品の販売・買取

⑦携帯電話等の通信機器の販売

なお、平成19年12月１日をもってゴルフ事業を福田氏（岡山県岡山市、個人）へ事業譲渡しており、平成20年３月

31日をもってポータル事業を株式会社プレゼンテーションへ事業譲渡しております。

当社の「主な事業内容」は次のとおりです。

（ＴＶゲーム関連事業）

当社は「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ（ワンパク）」「ＣＯＭＧ！（コング）」「ギャングスター」のＦ

Ｃ加盟店に対してＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器、その他販促物の卸売りを行なうとともに、ＦＣ加盟店よ

りロイヤリティーを得ております。また、直営店においてもＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器の販売及び中古

の販売・買取を行なっております。

（ＡＶ（オーディオ・ビジュアル）関連・書籍関連事業）

当社は、直営店において新品及び中古のＣＤ・ＤＶＤ・ビデオの販売とレンタル、及び新刊書籍・雑誌等を販売

するほか、中古書籍の販売・買取を行なっております。また「復活書房」のＦＣ加盟店に対して書籍及びその他の

関連商品の卸売りを行なっております。

（その他の事業）

当社は、ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ（ジーレップ）」の運営を行なっております。また、直営店２店舗にお

いて新品及び中古のゴルフ用品の販売・買取を行なっております。

　なお、平成19年12月１日をもってゴルフ事業を福田氏（岡山県岡山市、個人）へ事業譲渡しており、平成20年３月

31日をもってポータル事業を株式会社プレゼンテーションへ事業譲渡しております。

また、当事業年度よりジェイオーグループホールディングス株式会社とのシナジー効果を最大限に追求し、同社

が保有するソフトバンク携帯電話販売代理店事業の子会社と連携して、当社既存店舗において携帯電話販売代理店

事業を新たに開始いたしました。
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当社グループの主要な事業活動を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）１．平成19年12月１日をもって、当社はゴルフ事業を福田氏（岡山県岡山市、個人）へ事業譲渡しております。

 ２．平成20年３月31日をもって、当社はポータル事業を株式会社プレゼンテーション（石川県加賀市、代表：

小谷英之）へ事業譲渡しております。

なお、平成20年２月25日付「第三者割当による新株式発行（デット・エクイティ・スワップ）による新株式発行

手続き完了並びに親会社及び「その他の関係会社」の異動に関するお知らせ」でお知らせしていますとおり、平成

20年２月25日付で、当社の「その他の関係会社」でありましたジェイオーグループホールディングス株式会社は当

社の「親会社」に該当することとなりました。

また、当社の「その他の関係会社」でありました株式会社クインランドは当社の「その他の関係会社」に該当し

ないこととなっております。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

当社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社の状況については、「第５　経理の状況　１．

財務諸表等（1）財務諸表　注記事項（関連当事者との取引）」において記載しているため、記載を省略しておりま

す。

なお、ジェイオーグループホールディングス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

(2）その他の関係会社

株式会社クインランドは、平成20年２月25日付のジェイオーグループホールディングス株式会社に対するデット

・エクイティ・スワップによる第三者割当増資を行った結果、「その他の関係会社」に該当しないこととなってお

ります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

154（291） 33才３ヶ月 ５年７ヶ月 3,702,332

　（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者は（　）内に１日7.5時間換算による月平均人員を外数で記載しており

ます。

２．従業員数が前期末に比べ49名減少しましたのは、主に事業再編に伴い、事業の廃止または事業譲渡を行った

ことによるものです。

３．平均年間給与は税込給与で、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

（イ）全般的状況

当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業収益に伴う設備投資の増加等により、景気は穏やかな回復基調

でありました。

また、個人消費は所得や雇用情勢の改善から底堅く推移しましたが、その回復には力強さがみられず、原油価格

の高騰、米国経済の下振れ懸念、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安定の問題もあり、景気の

先行きには不透明感が続いております。

当業界では、年間市場規模がピークを記録した前年をさらに上回り、過去最高の市場規模となったものの、当事

業年度のみの市場全体としては前年ほどの勢いはみられずハード、ソフト共に市場全体で前期割れとなりまし

た。

このような状況のもと、当社の当事業年度における業績につきましては、前期に行った不採算事業の撤退、事業

モデルの見直しにより売上高は166億64百万円となりました。

販売費及び一般管理費につきましては、前期に引き続き実施したコスト削減策の効果と経費削減等により、13

億１百万円となりました。

その結果、利益面では、当初予想を大きく上回り営業利益は２億67百万円、当期純利益は３億82百万円となりま

した。

なお、当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、対前年同期比較および対前年同期

増減率は記載しておりません。

（ロ）事業別の状況

主な事業別の内訳につきましては、次のとおりであります。

・ＴＶゲーム関連事業

ＴＶゲーム関連事業につきましては、昨年に引き続き、「ニンテンドーＤＳ」をはじめ、「Ｗｉｉ」「ＰＳＰ」

が相変わらず好調な販売をしておりますが、過去最高市場と言われた前期ほどの勢いは見られず、当事業年度の

売上高は162億14百万円となりました。一方、店舗出店につきましては、ダイエー内出店を中心に店舗を増加させ

ると共に、不採算店舗の閉鎖を実施し、平成20年２月末現在で合計674店舗となりました。

・ＡＶ（オーディオ・ビジュアル）関連・書籍関連事業

ＡＶ関連・書籍関連事業につきましては、当初の計画どおり順調に推移した結果、売上高は２億69百万円とな

りました。

・その他事業

当事業年度より新たに開始いたしました携帯電話販売代理店事業につきましては、現在初期段階ですが、計画

は好調に推移しており、売上高は１億49百万円となりました。その他の売上が30百万円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税引前当期純利益は３億16百万円となり、売上債権の減少１億79百万円および破産更生債権等の減少１億４百

万円等の増加要因がありましたが、仕入債務の減少８億75百万円、貸倒引当金の減少１億16百万円等の減少要因

により、営業活動によるキャッシュ・フローは、２億75百万円のキャッシュ・フローの減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出14百万円およびソフトウェアの取得による支出22百万円等の減少要因があり

ましたが、保険積立金の解約による収入20百万円、貸付金の回収による収入12百万円等の増加要因により、投資活

動によるキャッシュ・フローは、４百万円のキャッシュ・フローの増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

長期借入金の返済による支出２億20百万円および社債償還による支出70百万円の減少要因がありましたが、短

期借入による収入６億29百万円（純額）の増加要因により、財務活動によるキャッシュ・フローは、３億39百万

円のキャッシュ・フローの増加となりました。

以上の結果、当事業年度において現金及び現金同等物は69百万円増加し、当事業年度末における残高は２億19

百万円となりました。

なお、当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、対前年同期比較および対前年同期

増減率は記載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

該当事項はありません。

(2）受注状況

該当事項はありません。

(3）商品仕入実績

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

ＴＶゲーム関連事業（千円） 14,702,184 －

ＡＶ関連事業（千円） 35,546 －

書籍関連事業（千円） 40,929 －

その他の事業（千円） 180,332 －

合計（千円） 14,958,993 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、前年同期比は記載しておりません。

(4）販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

ＴＶゲーム関連事業（千円） 16,214,493 －

ＡＶ関連事業（千円） 158,466 －

書籍関連事業（千円） 111,107 －

その他の事業（千円） 180,023 －

合計（千円） 16,664,091 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、前年同期比は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

当事業年度における当社の主事業であるＴＶゲーム市場は、ファミリー層をはじめ従来あまりゲームをしていな

かった層にも訴求し活況を呈しております。

　ハード市場においては今もなお市場の中心となっております「ニンテンドーＤＳ」をはじめ、平成19年9月に新型

機が登場した「ＰＳＰ」が勢いよく販売台数を伸ばしており「Ｗｉｉ」「ＰＳ３」「ＸＢＯＸ360」などの据え置

き機も好調に推移した結果、過去最高と言われた昨年と同程度の市場規模になっております。

　ソフト市場においても「ＷｉｉＦｉｔ」をはじめ「Ｗｉｉ」関連ソフトが好調な販売状況となっている他、「ニ

ンテンドーＤＳ」「ＰＳＰ」「ＰＳ３」関連ソフトも堅調に推移しておりますが、過去最高と言われた前期ほどの

勢いは見られず市場規模としては前期割れとなっております。

　また、当社は、平成19年４月にクインランドグループから離脱するとともに平成19年５月にジェイオーグループ

ホールディングス株式会社（代表取締役：兵庫久昭、本社：神戸市、大証２部、証券コード1710）が当社の筆頭株主

となっております。

　このような環境のもと、当社は次の３点が対処すべき主な経営課題と認識しております。

(1）経営基盤の安定

(2）ゲーム販売事業に特化

(3）モバイル事業の強化

(1）経営基盤の安定

＜財務体質の改善と組織の再編を柱に経営基盤を強化＞

　当事業年度の利益が当初計画を大幅に上回っておりますが、次期につきましても抜本的な財務体質の改善を図っ

てまいります。

　まず、不採算事業となっておりましたロボット事業を平成19年10月31日をもって廃止いたしました。同じく不採算

事業でありましたポータル事業につきましては、平成20年３月31日に株式会社プレゼンテーションと事業譲渡基本

合意書の締結を行っており、事業譲渡基本合意書締結日より１年以内での譲渡を予定しています。また、譲渡日まで

はＧｌｅｐの再使用権を株式会社プレゼンテーションに対し設定し、株式会社プレゼンテーション社で運営を行な

います。ロボット事業はロボット総合情報誌「ＲＯＢＯＴ　ＬＩＦＥ（ロボットライフ）」を隔月で販売してきま

したが、売上高・利益率が当初の予測を下回り、採算性向上には時間を要するとの判断により廃止いたしました。一

方、ポータル事業は平成17年10月から総合ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ（ジーレップ）」をスタートしました

が、会員数・売上とも当初計画に届かず、早急な収益改善の見通しは厳しいとの判断により、ポータル事業から撤退

いたしました。

　これにより人件費ほか諸経費の圧縮を図り、利益面での改善を図ります。さらに、経営体制を刷新するとともに、組

織を改編して経営の効率化・活性化を図ってまいります。管理本部と営業本部の２本部体制に改め、管理本部のも

とに経営管理部と経理部を、また営業本部のもとにＦＣ営業部と店舗営業部、商品部、モバイル営業部をそれぞれ設

置し、「部」の数を削減して組織をスリム化し、平成19年10月１日付で新組織をスタートさせております。次期につ

きましても組織の効率化及びスリム化により徹底的なローコストオペレーションを展開いたします。

　このように財務体質の強化と組織の再編によって、当社は安定した経営基盤を確立してまいります。

(2）ゲーム販売事業に特化

＜専門店ならではの販売戦略と十分な商品供給体制で＞

　当社は事業内容の大幅な見直しを図り、主力事業のＴＶゲーム販売事業に経営資源を集中させ、営業力強化を図っ

てまいります。そのため、前事業年度において複合カフェ店向けに営業してきたＴＶゲーム卸代行店事業を平成19

年１月１日に事業譲渡し、直営部門で運営してきた複合カフェ「ヒーリン・フィーリン京都河原町店」を平成19年

９月30日に事業譲渡いたしました。これに加えて、旧株式会社アクトの事業であるゴルフ用品販売店「ＧＯＬＦ　Ｇ

Ｏ　ＲＯＵＮＤ（ゴルフ・ゴーラウンド）」についても、直営２店舗を平成19年12月１日に事業譲渡を行い、ＴＶ

ゲーム販売事業に特化できる事業環境を整えました。また、本業でありますゲーム販売店に関しましても不採算店

舗につきましては早期の閉店、または、出店形態の見直しによりコスト面での効率化を図り収益の向上を図ります。

　次期の取り組みにつきましては、ＴＶゲーム販売以外の商材を取扱う複合店舗の売却を行い、ＴＶゲーム販売事業

に注力するとともに、当事業年度に引き続き「専門店（専門性）の追求」と「任天堂商品の流通対策」を重点施策

に掲げています。ＴＶゲーム市場は家電量販店の本格参入によってマーケットの勢力図が変化しつつありますが、

そんな市場環境にあるからこそ、当社はむしろ専門店ならではのセレクトショップの実現と中古取り扱いの強化を

図ってまいります。また、品薄が常態化しつつあった任天堂商品につきまして、問屋からの仕入れ形態を改善するこ

とで、十分な商品供給体制の構築に努めてまいります。
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(3）モバイル事業の強化

＜ソフトバンク携帯電話販売代理店事業を既存店で展開＞

　当社は、平成19年４月27日付で当社の筆頭株主となったジェイオーグループホールディングス株式会社とのシナ

ジー効果を最大限に追求し、同社が保有するソフトバンク携帯電話販売代理店事業の子会社と連携して、当社既存

店舗による同事業への参入を進めてまいります。

　携帯電話の市場は平成18年10月24日にナンバーポータビリティが開始されて以来活性化しており、いずれ３億台

の普及が見込める成長市場となっています。新規事業への参入は、本業への特化を掲げる当社としては、相反する取

り組みのようにも見えますが、既存店舗を利用できる点で通常の新規事業とは異なります。いわば新たな収益商材

の追加であり、事業リスクは僅少と判断しております。現在、直営店舗にて携帯電話販売コーナーの設置を行い、携

帯電話販売代理店事業の導入を進めておりますが、ＦＣ店舗への導入を推進し収益面での強化を図ってまいりま

す。

　店舗にソフトバンク携帯電話の販売代理店事業を導入するメリットとしては、ナンバーポータビリティによる競

争激化で販売手数料が増加していることと、ソフトバンクから初期投資支援があること、販売時における手数料収

入及び販売後における通話料に対する安定したストックコミッションが得られることなどがあげられます。これら

をＦＣ店舗オーナーに積極的に提案し、モバイル事業への本格参入を果たします。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年５月29日)現在において判断したものです。

(1）市場状況における影響について

当社の売上高の98％を占めるＴＶゲーム関連事業・ＡＶ関連及び書籍関連事業においては発売されるタイトル

により大きく左右される傾向があり、そのため、当社では中古商材の比率を高めるなどの対策に取り組んでおりま

すが、新規商材における比率は依然高く、メーカーの動向によりましては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

(2）フランチャイズ展開について

当社では、展開するＦＣ事業に関し加盟店への商品等の納入及びロイヤリティー収入を得ておりますが、ＦＣ加

盟店の出店動向及び営業状況等によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社ではＦＣ加盟店に対してインターネットＰＯＳシステムを利用した的確な情報分析・情報提供、ユー

ザーの心理を捉えた販促企画やスーパーバイザーによる訪問指導、さらに、メーカーとの強い連携によるマーチャ

ンダイジングなど、リスクを適切にコントロールし、店舗運営をスムーズに行なう仕組みとノウハウを提供してお

りますが、当社がＦＣ本部としての評価が不十分であったり、加盟企業の方針変更や諸事情により加盟店舗数が減

少する可能性もあり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）法的規制について

古物営業法について

当社が行なうリサイクル品の買取及び販売は、「古物営業法」による規制を受けております。同法の監督官庁は、

店舗の所在地を管轄する都道府県公安委員会であり、同法及び関連法令による規制の内容は次のとおりでありま

す。

・古物の売買又は交換を行なう営業を営む場合には、所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければ

ならない。

・古物の買取金額が１万円以上の場合及び中古ゲームソフトなどの買取を行なう場合は、相手方の住所、氏名、職

業、年齢が記載された文書の交付を受けなければならない。

・取引年月日、古物の名目及び数量、古物の特徴、相手方の住所、氏名、職業、年齢等を帳簿等に記載しなければなら

ない。

(4）賃借物件における差入保証金について

当社における直営店舗の出店は賃貸による方法を基本としており、物件の契約時に賃貸人に対し保証金を差入れ

ております。当該保証金は期間満了による契約解消時に契約に従い原則として返還されることになっております

が、賃貸人の経済的破綻等によりその一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約満了時前に中

途解約した場合には、契約内容に従って契約違反金の支払が必要となる場合があります。
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(5）継続企業の前提の疑義の解消

当社は、前事業年度において、営業損失２億93百万円、当期純損失15億89百万円を計上し、純資産は１億15百万円

となりました。その結果、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりました。

当該事象を解消すべく、代表取締役の異動及び新たな取締役の選任を行うとともに新執行役員の選任により新経

営体制を整備し過去の経営体制を抜本的に見直しました。

具体的には、本業であるゲーム事業の収益性を改善するために組織の効率化及びスリム化を図り、販売費及び一

般管理費を中心としたコスト削減の実施とともに、事業内容を精査することにより、不採算事業であったロボット

事業の撤退およびポータル事業の譲渡先選定を行いました。その結果、当事業年度においては、営業利益２億67百万

円、当期純利益３億82百万円となりました。

また、当社のその他の関係会社であったジェイオーグループホールディングス株式会社から、平成19年11月30日

現在、11億円の融資が実行されておりましたが、同社に対して平成20年２月25日付でデット・エクイティ・スワッ

プによる第三者割当増資を行い純資産は15億98百万円となりました。

以上の結果、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消いたしました。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）フランチャイズ加盟店契約

　当社は、フランチャイジーとの間にフランチャイズ加盟店契約を締結しております。

１．ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約

①　契約の名称

　ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約

②　契約の本旨

　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ許諾によるＴＶゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾

③　加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金

　フランチャイズ加盟金　2,000千円

　保証金　　　　　　　　2,000千円

④　経営指導に関する事項

　加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導

⑤　使用を許諾する商標・商号

　加盟店舗におけるＴＶパニック事業を行うに際し、「ＴＶパニック」の商標、サービスマーク、意匠その他

営業シンボル、著作物の使用を許諾する。

⑥　ロイヤリティ

　ＴＶパニック事業における各加盟店ごとの全商品の毎月の売上代金（消費税別）に一定率を乗じてロイヤ

リティを徴収する。

⑦　契約の期間、契約の更新に関する事項

　契約期間はティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約

満了の３ヶ月前までに当事者のいずれかが相手方に対して、何等の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期

間自動的に契約が延長し、以後もこれに同様とする。

２．ｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約

①　契約の名称

　ｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約

②　契約の本旨

　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ許諾によるＴＶゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾

③　加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金

　フランチャイズ加盟金　1,000千円

　保証金　　　　　　　　2,000千円

④　経営指導に関する事項

　加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導

⑤　使用を許諾する商標・商号

　加盟店舗におけるｗａｎｐａｋｕ事業を行うに際し、「ｗａｎｐａｋｕ」の商標、サービスマーク、意匠そ

の他営業シンボル、著作物の使用を許諾する。

⑥　ロイヤリティ

　月々120千円（任天堂㈱とのライセンス料を含む）をロイヤリティとして徴収する。

⑦　契約の期間、契約の更新に関する事項

　契約期間はｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約満了の

１ヶ月前までに当事者のいずれか又は、双方より文章による異議の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期

間自動的に契約が延長し、以後もこれに同様とする。
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(2）当社のその他の契約

相手先 契約の内容 契約年月日及び期間

株式会社ソニー・コンピュータ

エンタテインメント

家庭用ゲーム機器・ソフト等の商品の売買に関する取引基

本契約

平成６年10月１日

１ヶ年毎の自動更新

株式会社トーハンメディアウェ

イブ

フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収に

関する業務提携基本契約

平成３年10月10日

１ヶ年毎の自動更新

日本出版販売株式会社
フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収に

関する業務提携基本契約

平成４年５月１日

１ヶ年毎の自動更新

(3）株式交換契約

当社は平成20年２月８日開催の取締役会決議に基づき、ジェイオーグループホールディングス株式会社との間で、携

帯電話販売代理店事業における店舗展開力の強化、経営資源・ノウハウ・人材の共有化に加え、シナジー効果の向上を

早期に実現するため、当社を完全子会社化とする株式交換契約を平成20年２月８日に締結しました。

　株式交換の概要は、以下のとおりであります。

①　株式交換の内容

　ジェイオーグループホールディングス株式会社を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換

②　株式交換の日

　平成20年７月１日

③　株式交換の方法

　株式交換日現在の当社の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主に対して、ジェイオーグ

ループホールディングス株式会社は普通株式320,124株を新たに発行し、割当交付します。

④　株式交換比率

　
ジェイオーグループ

ホールディングス株式会社
当社

株式交換比率 1 0.032

⑤　株式交換比率の算定根拠

　株式交換比率の算定にあたって、当社は株式会社エアルを、ジェイオーグループホールディングス株式会社は税理

士法人平成会計社を財務アドバイザーに任命しました。

エアルは株式交換比率の算定に当たり、ジェイオーグループホールディングス株式会社が大阪証券取引所第二部

に、当社はジャスダック証券取引所にそれぞれ普通株式を上場しており、市場価格が存在することから市場株価平均

法により株式価値算定を行うと同時に、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー（以下「ＤＣＦ」）法による算

定を行いました。

市場株価平均法では、ジェイオーグループホールディングス株式会社と当社の基準日（平成20年２月５日）にお

ける終値、及び株価平均法により基準日以前の終値１ヵ月平均又は３ヵ月平均を基にジェイオーグループホール

ディングス株式会社は1,569円～1,622円、当社は49円～54円となり、株式交換比率は１：0.031～0.034と算定しまし

た。

ＤＣＦ法では、当社が将来獲得することを期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引く

ことによって企業価値を算定し、それを基にした当社の１株当たりの株式価値と、ジェイオーグループホールディン

グス株式会社においては市場株価平均法により算定された１株当たりの株式価値を基に、株式交換比率は１：0.013

～0.017と算定いたしました。なお、算定の前提とした利益計画で大幅な増減益は見込んでおりません。

なお、エアルは当社の取締役会が株式交換比率を決定する際の参考情報として、第三者算定機関としての株式交換

比率の算定を当社の取締役会に対して提出することを目的として算定しており、算定結果は、エアルが株式交換比率

の公正性について意見を表明するものではありません。

平成会計社は株式交換比率の算定に当たり、ジェイオーグループホールディングス株式会社が大阪証券取引所第

二部に、当社はジャスダック証券取引所にそれぞれ普通株式を上場しており、市場価格が存在することから市場株価

平均法により株式価値算定を行うと同時に、ＤＣＦ法による算定を行いました。

市場株価平均法では、ジェイオーグループホールディングス株式会社と当社の基準日（平成20年２月５日）にお

ける終値、及び株価平均法により基準日以前の終値１ヵ月平均又は３ヵ月平均を基にジェイオーグループホール

ディングス株式会社は1,599円～1,622円、当社は51円～54円となり株式交換比率は１：0.032～0.033と算定しました。

　ＤＣＦ法では、ジェイオーグループホールディングス株式会社が将来獲得することを期待されるキャッシュ・フ

ローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値を算定し、それを基にしたジェイオーグループ
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ホールディングス株式会社の１株当たりの株式価値と当社においては市場株価平均法により算定された１株当たり

の株式価値を基に、株式交換比率は１：0.031と算定しました。なお、算定の前提とした利益計画で大幅な増減益は見

込んでおりません。

なお、平成会計社はジェイオーグループホールディングス株式会社の取締役会が株式交換比率を決定する際の参

考情報として、第三者機関としての株式交換比率の算定をジェイオーグループホールディングス株式会社の取締役

会に対して提出することを目的として算定しており、算定結果は、平成会計社が株式交換比率の公正性について意見

を表明するものではありません。

当社及びジェイオーグループホールディングス株式会社は、それぞれの第三者機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を慎重に検討した結果、これらの算定結果が公正かつ妥当に両者の評価を反映しているものと認識し

ております。上述の算定結果を基に、両社株式がともに上場していることから、市場株価平均法を基礎として算定す

ることを相当と認め、その中値を基準として、本件株式交換においてジェイオーグループホールディングス株式会社

が当社の完全な経営権を取得する等の事情を踏まえ、両社間で交渉及び協議を行った結果、当社の普通株式１株につ

きジェイオーグループホールディングス株式会社の普通株式0.032株をもって割当交付する内容の株式交換契約書を

平成20年２月８日開催の両社取締役会において承認し、同日、これを締結いたしました。

当社及びジェイオーグループホールディングス株式会社は、それぞれの第三者機関から提出を受けた株式交換比

率の算定結果を慎重に検討した結果、これらの算定結果が公正かつ妥当に両者の評価を反映しているものと認識し

ております。上述の算定結果を基に、両社株式がともに上場していることから、市場株価平均法を基礎として算定す

ることを相当と認め、その中値を基準として、本件株式交換においてジェイオーグループホールディングス株式会社

が当社の完全な経営権を取得する等の事情を踏まえ、両社間で交渉及び協議を行い株式交換比率を決定しました。

⑥　株式交換完全親会社となる会社の概要

商号　　　　　ジェイオーグループホールディングス株式会社

本店の所在地　神戸市中央区大日通一丁目２番18号

代表者の氏名　代表取締役社長　兵庫　久昭

資本金　　　　500百万円（平成19年９月30日現在）

事業内容　  　純粋持株会社

業績　  　　　平成19年３月期

売上高 ２百万円

経常利益 △267百万円

当期純利益 △684百万円

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たりましては、一部、見積り及び判断に基づく数値を含んでおります。これらの見積り及び判断

は過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの

見積りと異なる場合があります。

貸倒引当金

当社は、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。

(2）当事業年度の財政状態に関する分析

当事業年度末における流動資産は、売掛金が前期末より２億20百万円、商品が同１億35百万円それぞれ減少した

こと等により、38億72百万円となりました。また、固定資産は、破産更生債権等が前期末より１億57百万円、貸倒引当

金が同１億52百万円、保険積立金が同１億２百万円それぞれ減少したこと等により、19億32百万円となりました。

これは主に、ゲーム業界の市況が前事業年度と比較すると落ち着いていることから売掛金および商品が減少した

こと、破産更生債権等の回収１億88百万円および当該債権に対する貸倒引当金の戻入１億３百万円等によるもので

あります。

以上の結果、総資産は58億５百万円となりました。

流動負債については、一年以内償還予定の社債が前期末より２億円増加いたしましたが、買掛金が前期末より８

億26百万円、短期借入金が同５億54百万円（関係会社短期借入金を含む）、一年以内返済予定の長期借入金が同１

億34百万円、未払金が１億56百万円それぞれ減少したこと等により、34億75百万円となりました。固定負債について

は、社債が前期末より２億70百万円、長期借入金が同85百万円、繰延税金負債が同73百万円それぞれ減少したこと等

により、７億32百万円となりました。

これにより、当事業年度中の有利子負債の減少は、８億44百万円となりました。

純資産については、デット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資を行ったこと、当期純利益となったこ

と等により、15億98百万円となりました。これにより、自己資本比率は27.5％となりました。

(3）当事業年度の経営成績に関する分析

当事業年度の売上高は166億64百万円、売上総利益は15億69百万円、営業利益は２億67百万円、経常利益は２億32

百万円となりました。

　主な要因は、前事業年度に引き続き人件費削減、家賃の減額等のコスト削減を実施した事により、販売費及び一般

管理費は、13億１百万円となったことによるものであります。

 

　当事業年度におきまして、平成18年９月期に貸倒引当金の設定を行っておりました株式会社ウェブベースに対す

る金銭消費貸借契約に係る残債権の期限前回収等に伴い、貸倒引当金戻入益１億16百万円を特別利益として計上い

たしました。

　また、人件費削減の一環として行いました退職金制度廃止に伴い、退職給付制度終了損43百万円を特別損失として

計上いたしましたが、当該規定廃止に伴う繰延税金負債７億２百万円の取り崩しを行ったことにより、当期純利益

が同額増加いたしました。

その結果、当事業年度における当期純利益は３億82百万円となりました。

なお、当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、対前年同期比較および対前年同期増

減率は記載しておりません。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の売上高の98％を占めるＴＶゲーム関連事業・ＡＶ関連及び書籍関連事業においては、発売されるタイトル

・生産数により大きく左右される傾向があり、メーカーの動向により当社の業績に影響を及ぼす要因となります。
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(5）経営戦略の現状と見通し

当社の主事業であるＴＶゲーム事業市場は平成９年以来10年振りの成長となり、ゲーム人口が拡大をしておりま

す。また、従来の限定されたゲームユーザー層の枠を超え幅広い年齢層に支持を得るとともに、遊ぶゲームからあら

ゆる生活シーンで使えるコミュニケーションツールへ変化をしつつあります。このような環境の下、当社は、お客様

に「ワクワク」する次世代エンタテインメントを提供できるよう、お客様とのコンタクトポイントである店舗網の

拡大とりわけファミリー層の集客力を持つＧＭＳ（総合スーパー）等へのインショップ展開を図ってまいります。

一方、人件費他諸経費の圧縮を最大限に図ることでハード・ソフトのヒットの有無による売上変動要因にも耐えう

る収益構造にしてまいります。

さらに、ＦＣ加盟店及び直営店における既存店スペースを有効活用した携帯電話販売代理店事業の参入により、

付加価値の創出及び収益拡大をしてまいります。また経営戦略の実行を可能とする組織体制の強化と維持のための

人材育成が不可欠と考えております。このために研修強化による人材のスキルアップと社員のモチベーションを喚

起する人事制度の抜本的な見直しを実施し、社員一人一人がチャレンジ精神をもつ一方で自己責任を追及する企業

風土の改革を目指してまいります。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当事業年度末の資産につきましては、総資産が58億５百万円と前事業年度末に比べ、４億35百万円減少しました。

これは主として、売掛金の減少２億20百万円、商品の減少１億35百万円、破産更生債権等の減少１億57百万円による

ものであります。

　また、負債は42億７百万円と前事業年度末に比べ、19億18百万円減少しました。これは主として、借入金及び社債等

の有利子負債の減少８億44百万円、買掛金の減少８億26百万円によるものであります。

　なお、純資産は15億98百万円となりました。

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローの減

少がありましたが、投資活動によるキャッシュ・フローおよび財務活動によるキャッシュ・フローの増加により前

事業年度末に比べて69百万円増加し、２億19百万円となりました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況といたしましては、営業活動の結果使用した資金は２億75百万円

となりました。これは主に、税引前当期純利益３億16百万円、売上債権の減少１億79百万円、たな卸資産の減少額１

億15百万円および破産更生債権等の減少１億４百万円等の増加要因がありましたが、仕入債務の減少８億75百万

円、貸倒引当金の減少１億16百万円等の減少要因によるものであります。

投資活動の結果得られた資金は４百万円となりました。これは主に、ソフトウェアの取得による支出22百万円等

の減少要因がありましたが、保険積立金の解約による収入20百万円、貸付金の回収による収入12百万円等の増加要

因によるものであります。

財務活動の結果得られた資金は３億39百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出２億20百

万円等の減少要因がありましたが、短期借入による収入６億29百万円（純額）等の増加要因によるものでありま

す。

当社においては、ＴＶゲーム業界最大の商戦期であります年末において特に運転資金が必要となる場合がありま

すが、金融機関および親会社等からの借入により、資金の流動性に関しましては確保できております。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社の主事業でありますＴＶゲーム市場は現在活況を呈しているとはいえ、元来新型ハードの売れ行き及び発売

タイトルにより売上が大きく影響される特性があることに加え、オンラインゲームの台頭など情報流通インフラの

進展により経営環境は激しく変化しております。

　このような環境の中、抜本的な財務体質の改善と事業内容の大幅な見直しを図ってまいります。当事業年度に起き

ましては、不採算事業からの撤退によりＴＶゲーム事業へ資本及び営業力を集中させることにより、人件費等諸経

費の大幅な圧縮を図り収益の確保に努めるとともに、各販路における適正在庫の見直しによりキャッシュ・フロー

の改善を図ってまいります。

さらに、新たに当社の親会社となりましたジェイオーグループホールディングス株式会社とのシナジー効果を最

大限に追求し、携帯電話販売代理店事業の展開を図ってまいります。携帯電話の市場は平成18年10月24日にナン

バーポータビリティが開始されて以来活性化しており、今後普及台数３億台の成長市場であります。

　現在、直営店舗にて携帯電話販売コーナーの設置を行い、携帯電話販売代理店事業の導入を進めておりますが、Ｆ

Ｃ店舗への導入を推進し収益面での強化を図ってまいります。

　以上のような方針のもと、第29期事業年度における経営計画として売上高276億50百万円、営業利益３億19百万円、

また中期的な経営方針といたしましては営業利益率１％を目標としております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は前事業年度に引き続き情報システム構築に重点を置き、設備投資を行なっております。当事業年度の設備投資

は、有形固定資産13,452千円、無形固定資産22,663千円、及び投資その他の資産400千円の合計36,515千円となりました。
ＴＶゲーム関連事業 36,300千円
ＡＶ関連事業 －
書籍関連事業 －
その他事業 －

計 36,300
本社及び支店 215
合計 36,515

　ＴＶゲーム関連事業においては、販売管理・販売支援システムの構築および物流管理システムの構築を行なって参

りました。

　なお、所要資金は、自己資金、借入金によって調達しております。

２【主要な設備の状況】

当社は、ＴＶゲーム関連事業を中心として、国内に61ヶ所の直営店舗を運営しております。また、国内に１ヶ所の物

流拠点を設けております。

当事業年度末における状況は、次のとおりであります。

　 （平成20年２月29日現在）

事業所名
（主な所在地）

事業部門別の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物
(面積㎡)

器具備品
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社

(大阪府豊中市)
全社的管理業務 本社機能

41,463

<2,676.22>
22,473

－

(－)
318,185 382,122

66

［  5］

東京支店

(東京都千代田区)
管理業務 事務所設備

6,215

<274.65>
2,421

－

(－)
－ 8,637

11

［ －］

直営店舗

(全国61ヶ所)

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍
店舗設備等

53,374

<10,786.74>
15,046

24,000

(4.93)
2,042 94,462

75

［286］

商品センター

(大阪府茨木市)

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍

センター施設

設備
4,133 11,982

－

(－)
21,692 37,809

2

［ －］

その他

(大阪府・兵庫県)
その他の事業 －

4,612

<78.91>
5,763

79,353

(77.83)
109 89,837

－

［ －］

合計 － －
109,799

<13,816.52>
57,686

103,353

(82.76)
342,030 612,869

154

［291］

　（注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具、無形固定資産及び投資その他の資産であります。

２．建物及び構築物の＜　＞は賃借中の面積を外数で示しております。

３．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

４．その他の主なものは賃貸用店舗用地であります。

５．本社建物は賃借物件であり、床面積は2,676.22㎡、年間賃借料は17,142千円であります。

なお、当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、年間賃借料は当事業年度におけ

る計上額を記載しております。

６．上記の他リース契約並びにレンタル契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量(台) リース又はレン
タル期間（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

基幹システム及びネットワーク関
連機器
（所有権移転外ファイナンス・
リース）

54 １～５ 3,518 3,049

コピー・ファクシミリ等事務機器
（所有権移転外ファイナンス・
リース）

91 １～５ 4,596 28,249

なお、当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、年間リース料は当事業年度に

おける計上額を記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率を総合的に勘案して作成しております。

　なお、当事業年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 109,452,936

計 109,452,936

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年５月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 50,767,234 50,767,234
株式会社ジャスダック証

券取引所
－

計 50,767,234 50,767,234 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年12月24日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年２月29日）
提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数 ２個 －個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 6,000株（注）１，４ －株

新株予約権の行使時の払込金額 123円（注）２，４ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年２月１日から

平成21年１月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　　 123円

資本組入額　　　62円

（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　権利の譲渡、質入、担保

供与その他一切の処分を

することができない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又は

株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調整

されるものとする。

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。）

２．新株発行価額

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額の

調整を行う。

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）であるこ

とを要する。

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。

４．平成17年２月17日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②　平成17年12月22日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年２月29日）
提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数 295個 251個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 295,000株 251,000株

新株予約権の行使時の払込金額 329円（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年３月１日から

平成22年２月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格  　　 329円

資本組入額　　 165円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　権利の譲渡、質入、担保

供与その他一切の処分を

することができない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又は

株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調整

されるものとする。

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。）

２．新株発行価額

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額の

調整を行う。

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）であるこ

とを要する。

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年５月20日

（注１）
10,578,536 15,867,804 － 731,336 － 841,663

平成17年９月15日

（注２）
3,389,830 19,257,634 501,694 1,233,030 498,305 1,339,968

平成17年12月22日

（注３）
－ 19,257,634 － 1,233,030 △882,453 457,514

平成18年２月１日

（注４）
8,105,600 27,363,234 － 1,233,030 370,700 828,214

平成18年12月28日

（注５）
－ 27,363,234 － 1,233,030 △357,200 471,014

平成20年２月25日

（注６）
23,404,000 50,767,234 549,994 1,783,024 549,994 1,021,008

（注）１．株式分割（１：３）による増加であります。

２．転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加であります。

３．平成17年12月22日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が882,453千円減少しております。

４．平成18年２月１日をもって株式会社アクトと合併しております。合併比率は１：272であり、発行株式総数が

8,105,600株、資本準備金が370,700千円それぞれ増加しております。

５．平成18年12月28日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が357,200千円減少しております。

６．平成20年２月25日付にてジェイオーグループホールディングス株式会社に対して、デット・エクイティ・ス

ワップによる第三者割当増資を行っており、発行済株式総数が23,404,000株、資本金および資本準備金が

549,994千円それぞれ増加しております。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年２月29日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 12 22 2 1 1,197 1,241 －

所有株式数

（単元）
－ 1,218 354 40,996 13 4 8,173 50,758 9,234

所有株式数の

割合（％）
－ 2.40 0.70 80.76 0.02 0.01 16.11 100.00 －

　（注）　自己株式74,991株は「個人その他」に74単元、「単元未満株式の状況」に991株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェイオーグループホール

ディングス株式会社
神戸市中央区大日通１丁目２－18 32,487 63.99

株式会社クインランド 神戸市東灘区向洋町中６丁目９ 6,000 11.82

浅沼　聡 神戸市東灘区 567 1.12

土井　丈二 兵庫県西宮市 567 1.12

稲葉　京太郎 兵庫県芦屋市 421 0.83

株式会社ファースト 大阪府豊中市岡町２番５号 417 0.82

株式会社トーハン 東京都新宿区東五軒町６－24 360 0.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 342 0.67

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 270 0.53

ジェスネット株式会社 札幌市白石区南郷通19丁目北１番35号 217 0.43

コーホク印刷株式会社 岡山市高柳東町10番27号 217 0.43

計 － 41,867 82.47

（注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が1,001千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　74,000 
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 50,684,000 50,684 －

単元未満株式 普通株式　　　　9,234 － －

発行済株式総数 50,767,234 － －

総株主の議決権 － 50,684 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,001,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,001個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ

大阪府豊中市岡町２

番５号
74,000 － 74,000 0.15

計 － 74,000 － 74,000 0.15

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法により、平成16年12月24日及び平成17年12月22日開催の定時株主総会において

それぞれ決議されたものであります。また、会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき新株予約権を

発行する方法により、平成19年12月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。当該制度の内

容は次のとおりであります。

①　平成16年12月24日開催の定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成16年12月24日

付与対象者の区分及び人数 従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）　提出日現在までに従業員１名が退職しております。

②　平成17年12月22日開催の定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成17年12月22日
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付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役２名、従業員27名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）　提出日現在までに取締役３名が退任、従業員17名が退職しております。
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③　平成19年12月26日開催の定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 　平成19年12月26日

付与対象者の区分及び人数
　当社取締役及び従業員に対して、取締役会において決定する人

数。

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

株式の数 　800,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　（注）２

新株予約権の行使期間 　平成21年４月１日から平成26年３月31日までとする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役及び従業

員であることを要する。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人はその権利を行使する

ことはできない。

③新株予約権の質入、担保権の設定その他の処分は認められない

ものとする。

④上記①②③の詳細及びその他の条件については、当社と新株予

約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要

するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）１．株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割、株式無償

割当又は株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

で付与株式数を調整するものとする。

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値に1.025を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

　なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当及び株式併合等を行う場合には、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合、（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

３．平成19年12月26日開催の定時株主総会の決議による新株予約権につきましては、当社の取締役会において、

当社取締役及び従業員に対して新株予約権付与決定の決議がされておりません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 520 22,360

当期間における取得自己株式 427 16,226

　（注）当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 74,991 － 75,418 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題の一つであると認識しております。配当金につきましては、

業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状態等を総合的に勘案したうえで実施することを基本方針として

おります。しかし、当社は、平成16年９月期から前事業年度までの間において多額の損失を計上したことにより、累積

損失が発生しております。当面は、早期の累積損失の解消に努めるとともに、内部留保を充実させることによって、企

業体質の強化を進めるとともに、事業の成長を図っていく方針であります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は、「会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間

配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月

最高（円） 320 421

915

※409

□464

385 242 77

最低（円） 150 170

155

※155

□167

153 66 35

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第25期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。また、□は株式分割権利落後の株価を示しております。

２．第28期は、決算期変更により平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高（円） 118 77 75 72 58 56

最低（円） 66 59 45 49 46 35

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
－ 光成　英一朗 昭和45年10月25日生

平成７年４月 株式会社ＳＦＣＧ執行役員就

任

平成16年５月 株式会社キャスコ入社

平成18年８月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社入社

平成18年８月 同社執行役員就任

平成18年８月 株式会社南翔代表取締役就任

（現任）

平成18年11月 株式会社ＪＯ総研取締役就任

（現任）

平成19年６月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社取締役就

任（現任）

平成20年４月 当社執行役員就任（現任）

平成20年５月 当社代表取締役社長就任（現

任）

（注２） －

取締役 － 垂見　潤一 昭和43年６月３日生

平成３年９月 株式会社ジョイントベン

チャー設立　代表取締役就任

（現任）

平成15年９月 ジェイ・ブイ・シー株式会社

取締役就任

平成16年４月 同社代表取締役就任（現任）

平成16年４月 ジェイオー建設株式会社入社　

顧問

平成16年６月 同社取締役就任（現任）

平成17年４月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社取締役就

任

平成18年８月 同社取締役事業戦略担当（現

任）

平成19年９月 当社取締役就任（現任）

平成19年11月 株式会社建築環境評価セン

ター代表取締役就任（現任）

（注２） －

取締役 － 和田　英明 昭和48年12月13日生

平成９年４月 株式会社光通信入社

平成14年４月 同社ネットワーク事業部長

平成15年４月 同社ＴＭ事業本部長

平成15年10月 株式会社コール・トゥ・ウェ
ブ代表取締役社長就任（現

任）

平成16年２月 株式会社光通信ＴＭ事業本部

長兼ＳＨＯＰ事業本部長

平成16年６月 同社取締役就任

平成17年４月 株式会社ジェイコミュニケー

ション代表取締役社長就任

平成17年４月 株式会社光通信ネットワーク

事業本部長

平成17年７月 テレコムサービス株式会社代

表取締役副社長就任

平成17年12月 株式会社インフォサービス代

表取締役社長就任（現任）

平成17年12月 株式会社オーク情報通信代表

取締役社長就任

平成18年２月 株式会社オービーエム代表取

締役社長就任（現任）

平成19年４月 株式会社光通信常務取締役就

任（現任）

平成19年９月 当社取締役就任（現任）

（注２） －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 兵庫　久昭 昭和44年２月８日生

平成３年４月 エヌイーディー株式会社入社

平成14年３月 株式会社ジョイントベン

チャー入社

平成16年４月 ジェイオー建設株式会社入社

顧問

平成16年６月 同社常務取締役管理担当就任

平成17年４月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社取締役就

任

平成18年８月 同社取締役経営企画本部長就

任

平成19年７月 同社取締役経営企画室長就任

平成19年10月 株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣ代

表取締役就任（現任）

平成20年１月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社代表取締

役常務就任

平成20年４月 同社代表取締役社長就任（現

任）

平成20年４月 当社執行役員就任（現任）

平成20年５月 当社取締役就任（現任）

（注２） －

取締役

ＦＣ営業部長

兼モバイル営

業部長

大石　一生 昭和44年７月３日生

平成７年10月 株式会社大謙グローバル設立

代表取締役就任（現任）

平成10年５月 株式会社ジェイ・コミュニ

ケーション設立　代表取締役就

任

平成14年９月 同社代表取締役退任

平成19年10月 当社執行役員（現任）、店舗営

業部ゼネラルマネージャー兼

モバイル営業部ゼネラルマ

ネージャー

平成19年12月 当社取締役就任（現任）

平成20年５月 当社ＦＣ営業部長兼モバイル

営業部長（現任）

（注２） －

取締役

店舗営業部長

兼モバイル営

業部長

近藤　謙二 昭和44年10月１日生

平成７年10月 株式会社大謙グローバル設立

代表取締役就任（現任）

平成10年５月 株式会社ジェイ・コミュニ

ケーション設立　取締役就任

平成14年９月 同社取締役退任

平成19年10月 当社執行役員（現任）、店舗営

業部ゼネラルマネージャー兼

モバイル営業部ゼネラルマ

ネージャー

平成19年12月 当社取締役就任（現任）

平成20年５月 当社店舗営業部長兼モバイル

営業部長（現任）

（注２） －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 管理本部長 時岡　亨 昭和43年12月22日生

平成５年10月 株式会社マスヤ（現：株式会

社マスヤグループ本社）入社

平成14年５月 株式会社和菓子の万寿や取締

役就任

平成15年４月 同社常務取締役

平成15年10月 株式会社益屋本店取締役就任

平成17年４月 株式会社リステア（現：リス

テアホールディングス）入社　

経理部長

平成18年４月 同社　戦略企画部長

平成19年４月 シェアードサービス株式会社
入社（ジェイオーグループ

ホールディングス株式会社出

向）

平成19年６月 ジェイオーグループホール
ディングス株式会社執行役員

就任（現任）、経理部長

平成19年10月 株式会社EIGENVEC取締役就

任（現任）

平成19年12月 株式会社シェアードサービス

代表取締役就任

平成19年12月 株式会社ジェイオープランニ

ング代表取締役就任（現任）

平成20年４月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　経営管理

本部長（現任）

平成20年４月 当社執行役員就任(現任）

平成20年５月 当社取締役就任　管理本部長

(現任）

（注２） －

取締役 営業本部長 丹山　東吉 昭和47年９月27日生

平成９年４月 株式会社ＳＦＣＧ入社

平成11年７月 千代田トラスト株式会社入社

平成12年７月 株式会社ジーパートナーズ代

表取締役就任

平成15年４月 有限会社壱乃湯代表取締役就

任（現任）

平成15年６月 株式会社大東インターナショ

ナル代表取締役就任

平成19年９月 ジェイオーグループホール
ディングス株式会社執行役員

就任（現任）

平成20年２月 ジェイオー建設株式会社取締

役就任（現任）

平成20年４月 当社執行役員（現任）

平成20年５月 当社取締役就任　営業本部長

（現任）

（注２） －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 柏木　克彦 昭和28年12月15日生

昭和62年11月 当社入社

平成16年９月 当社退社

平成17年４月 当社監査役就任（現任）

（注４） －

監査役 － 壱岐　雅志 昭和42年５月28日生

平成５年10月 大田昭和監査法人（現新日本

監査法人）入社

平成11年４月 公認会計士登録

平成14年４月 壱岐公認会計士事務所　所長

（現任）

平成17年７月 当社監査役就任（現任）

（注３） －

監査役 － 日野　利泰 昭和36年８月11日生

平成４年10月 監査法人朝日新和会計社（現

あずさ監査法人）入社

平成９年４月 公認会計士登録

平成15年10月 日野総合会計事務所所長（現

任）

平成15年11月 税理士登録

平成18年12月 当社監査役就任（現任）

（注４） －

　 　 　 　 計 　  

（注）１．監査役壱岐雅志及び日野利泰は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成20年５月28日開催の定時株主総会決議による選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

３．平成17年７月20日開催の臨時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

４．平成18年12月28日開催の定時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　当社はコーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つと位置付けており、経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応できる組織体制と経営の透明性、公平性に向けたチェック機能の充実化を図っております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しております。監査役の定数は３名以内、任期は選任後４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会終結の時までと、定款に定めております。現在は、監査役は３名で構成さ

れ、このうち２名が公認会計士等の公的資格を有する社外監査役であり、取締役会をはじめ社内の重要な会議に

出席し業務の執行状況を監視しております。

　取締役会は取締役７名で構成されておりましたが、平成20年５月28日の定時株主総会において４名が再任され

３名が退任いたしましたが、新たに４名が選任されたことで、現在は８名で構成されております。また、平成19年

12月26日の定時総会におきまして、取締役の責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応することを目的とし

て取締役の任期を１年とすることを決議いたしました。取締役会は定例とし毎月１回開催し、経営の基本方針や

その他経営に関する重要事項を決定するとともに、牽制機能として監査役が職務遂行状況の監査を行っておりま

す。また、平成17年２月より「経営の意思決定機能」、「管理監督機能」及び「業務執行機能」の分離を図り、各

機関の役割と責任の明確化を図ることを目的として執行役員制度を導入しております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は内部監査室（組織人員：２名）を設置し、監査役と緊密な連携をとり、内部監査規定に基づく社内監査を

実施しております。実施した事項のうち重要な事項については代表取締役等に報告するとともに、各部門への提

言を行っております。また、監査役は、内部監査室または会計監査人と必要に応じて随時情報及び意見の交換を行

い、相互連携を図っております。

　なお、提出日現在において、内部監査室の組織人員は１名となっており、経理部の人員１名が兼務しております。

③　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、岡村年起及び椿本雅朗であり、恒栄監査法人に所属しており、当

社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名及び会計士補等２名であります。

④　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社と当社の社外監査役２名との間に人的関係、資本的関係、又は重要な取引関係、その他の利害関係はありま

せん。なお、当社には社外取締役は在籍しておりません。

⑤　リスク管理体制の整備の状況

　当社では、取締役会とは別に原則として毎週１回、役員及び経営幹部層で構成する経営会議を開催し、重要テー

マに関して情報の共有化を図るとともに活発な意見交換を行うことにより、経営環境の変化に的確に対応した情

報の把握と方針を検討し、迅速且つ適切な経営に努めております。また、社外からのリスク情報については、顧問

弁護士や監査法人等から入手するとともに、公正・適切な助言・指導を受けております。

(3）役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の役員及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。

役員報酬 　 監査報酬

取締役に支払った報酬 6,250千円 　
公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬
10,000千円

監査役に支払った報酬 3,166千円 　
上記以外の業務に基づく報酬はありあ

ません。
 

計 9,416千円 　 　  

(4）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。
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(5）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行なう旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨を定款に定めております。

(6）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己の株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によっ

て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

②　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として

中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

(7）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款に定めております。これは、株主総会におけ

る特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年10月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社は、平成19年12月26日開催の第27期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を９月30日から

２月末日に変更いたしました。これに伴い、当事業年度は、平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月と

なっております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日

まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年10月１日から平成20年２月29日

まで）の財務諸表について、恒栄監査法人により監査を受けております。

なお、当社の会計監査人は、次のとおり交代しております。

前事業年度 あずさ監査法人

当事業年度 恒栄監査法人
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※１  423,917   493,500  

２．売掛金 ※３  1,481,721   1,260,733  

３．テナント未収入金 　  204,417   216,937  

４．商品 　  1,594,552   1,458,741  

５．前渡金 　  4,694   54,183  

６．前払費用 　  42,539   33,604  

７．未収入金 ※３  71,615   117,749  

８．預け金 ※１  303,020   229,420  

９．その他 　  6,440   14,516  

貸倒引当金 　  △56,971   △6,557  

流動資産合計 　  4,075,947 65.3  3,872,830 66.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 622,447   616,885   

減価償却累計額 　 502,069 120,377  507,919 108,966  

(2）構築物 　 2,197   2,197   

減価償却累計額 　 1,286 911  1,364 833  

(3）車両運搬具 　 6,866   －   

減価償却累計額 　 6,523 343  － －  

(4）器具備品 　 315,746   317,309   

減価償却累計額 　 258,577 57,168  259,623 57,686  

(5）土地 　  103,353   103,353  

有形固定資産合計 　  282,154 4.5  270,839 4.7

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  114,589   110,094  

(2) 電話加入権 　  19,506   16,895  

(3) のれん 　  242,225   206,448  

無形固定資産合計 　  376,321 6.1  333,437 5.7
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前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  34,511   35,471  

(2）出資金 　  1,689   1,689  

(3）長期貸付金 　  51,844   66,467  

(4) 従業員長期貸付金 　  8,231   7,409  

(5）破産更生債権等 　  305,285   147,869  

(6）長期前払費用 　  9,027   7,252  

(7）前払年金費用 　  70,792   －  

(8）長期差入保証金 　  1,199,415   1,188,865  

(9）保険積立金 ※１  119,582   16,633  

(10）その他 　  8,717   6,751  

貸倒引当金 　  △303,308   △150,612  

投資その他の資産合計 　  1,505,788 24.1  1,327,798 22.9

固定資産合計 　  2,164,264 34.7  1,932,075 33.3

Ⅲ　繰延資産 　       

１．社債発行費 　  1,558   908  

繰延資産合計 　  1,558 0.0  908 0.0

資産合計 　  6,241,770 100.0  5,805,814 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※１  1,781,756   955,494  

２．短期借入金 ※１  1,648,003   1,493,808  

３．関係会社短期借入金 　  400,000   －  

４．一年以内返済予定長期
借入金

※１  336,260   201,800  

５．一年以内償還予定社債 ※１  270,000   470,000  

６．未払金 ※３  415,836   259,825  

７．未払費用 ※３  9,629   1,391  

８．未払法人税等 　  29,643   13,060  

９．前受金 　  －   101  

10．預り金 　  3,652   34,039  

11．前受収益 　  378   378  

12．賞与引当金 　  14,586   －  

13．その他 　  29,352   45,461  

流動負債合計 　  4,939,098 79.1  3,475,358 59.9
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前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 ※１  290,000   20,000  

２．長期借入金 ※１  128,900   43,000  

３．預り保証金 　  515,077   508,615  

４．繰延税金負債 　  75,206   2,106  

５．リース資産減損勘定 　  176,897   158,683  

６．その他 　  741   －  

固定負債合計 　  1,186,822 19.0  732,405 12.6

負債合計 　  6,125,921 98.1  4,207,764 72.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,233,030 19.8  1,783,024 30.7

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 471,014   1,021,008   

(2）その他資本剰余金 　 1,138   1,138   

資本剰余金合計 　  472,153 7.6  1,022,147 17.6

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △1,585,907   △1,203,302   

利益剰余金合計 　  △1,585,907 △25.4  △1,203,302 △20.7

４．自己株式 　  △4,419 △0.1  △4,441 △0.1

株主資本合計 　  114,857 1.9  1,597,427 27.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  991 0.0  622 0.0

評価・換算差額等合計 　  991 0.0  622 0.0

純資産合計 　  115,849 1.9  1,598,050 27.5

負債純資産合計 　  6,241,770 100.0  5,805,814 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．商品売上高 　 38,156,689   16,353,912   

２．製品売上高 　 18,691   －   

３．その他売上高 ※1,2 410,417 38,585,798 100.0 310,178 16,664,091 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品期首たな卸高 　 1,723,406   1,594,552   

２．製品期首たな卸高 　 8   －   

３．当期商品仕入高 　 34,758,141   14,958,993   

４．当期製品製造原価 　 80,879   －   

合計 　 36,562,436   16,553,545   

５．他勘定振替高 ※７ 235,701   －   

６．商品期末たな卸高 　 1,594,552 34,732,182 90.0 1,458,741 15,094,803 90.6

返品調整引当金調整前
売上総利益

　  3,853,616 10.0  1,569,287 9.4

７．返品調整引当金戻入益 　  1,445 0.0  － －

売上総利益 　  3,855,061 10.0  1,569,287 9.4

 

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

43/88



　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．役員報酬 　 81,595   9,458   

２．給与手当  1,331,128   452,499   

３．賞与 　 79,620   －   

４．賞与引当金繰入額 　 14,586   －   

５．退職給付費用 　 14,751   5,800   

６．法定福利費  126,544   34,360   

７．福利厚生費 　 14,827   7,455   

８．広告宣伝費 　 189,588   46,913   

９．荷造運賃 　 184,260   74,766   

10．販売手数料 　 30,960   6,426   

11．旅費交通費 ※７ 90,108   19,948   

12．通信費 ※７ 59,088   18,253   

13．水道光熱費 　 87,993   32,441   

14．消耗品費 ※７ 134,324   41,928   

15．減価償却費 　 147,150   43,689   

16．長期前払費用償却費 　 3,072   1,061   

17．のれんの償却額 　 110,462   31,277   

18．修繕費 　 113,796   44,584   

19．地代家賃 　 548,269   195,049   

20．リース料 　 113,463   14,993   

21．支払手数料 　 550,677   197,590   

22．貸倒引当金繰入額 　 49,068   －   

23．その他 ※７ 73,094 4,148,436 10.8 22,919 1,301,419 7.8

営業利益又は営業損失
（△）

　  △293,374 △0.8  267,867 1.6

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※２ 56,325   3,479   

２．受取配当金 　 1,422   156   

３．受取手数料 　 7,120   2,141   

４．有価証券利息 　 260   －   

５．保険解約返戻金 　 26,033   6,552   

６．違約金返還収入 　 －   3,000   

７．受取保証料 　 －   2,270   

８．その他 　 12,487 103,649 0.3 2,003 19,602 0.1
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前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 ※２ 76,417   39,747   

２．社債利息 　 8,228   1,970   

３．社債発行費償却 　 2,991   649   

４．新株発行費償却 　 3,075   －   

５．支払手数料 　 －   10,015   

６．貸倒引当金繰入額 　 14,292   －   

７．その他 　 23,472 128,478 0.3 2,551 54,934 0.3

経常利益又は経常損失
（△）

　  △318,203 △0.8  232,535 1.4

Ⅵ　特別利益 　       

１．投資有価証券売却益 　 5,000   310   

２．賞与引当金戻入益 　 28,968   520   

３．固定資産売却益 ※３ 221   43   

４．過年度事業再編損失修
正益

　 －   15,080   

５．店舗等売却益 　 －   9,478   

６．貸倒引当金戻入益 　 －   116,064   

７．その他 　 2,500 36,690 0.1 － 141,497 0.8

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※４ 34,763   1,251   

２．事業再編損失 ※5,7 743,960   －   

３．退職給付制度終了損 　 －   43,788   

４．減損損失 ※６ 202,670   12,597   

５．その他 　 13,385 994,779 2.6 96 57,733 0.3

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

　  △1,276,293 △3.3  316,299 1.9

法人税、住民税及び事業
税

　 23,336   6,478   

法人税等調整額 　 290,337 313,674 0.8 △72,783 △66,304 △0.4

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  △1,589,967 △4.1  382,604 2.3
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 － － －  

Ⅱ　労務費 　 9,596 11.9 － －

Ⅲ　経費 ※２ 70,995 88.1 － －

当期製造費用 　 80,591 100.0 － －

期首仕掛品たな卸高 　 288  －  

合計 　 80,879  －  

期末仕掛品たな卸高 　 －  －  

当期製品製造原価 　 80,879  －  

（注）

 １．原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

※２．主な内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

外注加工費（千円） 18,985 －

製品廃棄損失（千円） 29,611 －

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

46/88



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金合計

平成18年９月30日残高
（千円）

1,233,030 828,214 1,071 829,285

事業年度中の変動額（千円）     

欠損填補  △357,200  △357,200

当期純損失     

自己株式の処分   67 67

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ △357,200 67 △357,132

平成19年９月30日残高
（千円）

1,233,030 471,014 1,138 472,153

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成18年９月30日残高
（千円）

2,700 △355,839 △353,139 △5,131 1,704,045

事業年度中の変動額（千円）      

欠損填補 △2,700 359,900 357,200  －

当期純損失  △1,589,967 △1,589,967  △1,589,967

自己株式の処分    712 780

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

     

事業年度中の変動額合計
（千円）

△2,700 △1,230,067 △1,232,767 712 △1,589,187

平成19年９月30日残高
（千円）

－ △1,585,907 △1,585,907 △4,419 114,857

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高
（千円）

6,710 6,710 1,710,756

事業年度中の変動額（千円）    

欠損填補   －

当期純損失   △1,589,967
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

自己株式の処分   780

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△5,719 △5,719 △5,719

事業年度中の変動額合計
（千円）

△5,719 △5,719 △1,594,907

平成19年９月30日残高
（千円）

991 991 115,849

当事業年度（自平成19年10月１日　至平成20年２月29日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金合計

平成19年９月30日残高
（千円）

1,233,030 471,014 1,138 472,153

事業年度中の変動額（千円）     

新株の発行（第三者割当増
資）

549,994 549,994  549,994

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

549,994 549,994 － 549,994

平成20年２月29日残高
（千円）

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成19年９月30日残高
（千円）

△1,585,907 △1,585,907 △4,419 114,857

事業年度中の変動額（千円）     

新株の発行（第三者割当増
資）

   1,099,988

当期純利益 382,604 382,604  382,604

自己株式の取得   △22 △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

382,604 382,604 △22 1,482,570
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株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成20年２月29日残高
（千円）

△1,203,302 △1,203,302 △4,441 1,597,427

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高
（千円）

991 991 115,849

事業年度中の変動額（千円）    

新株の発行（第三者割当増
資）

  1,099,988

当期純利益   382,604

自己株式の取得   △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△369 △369 △369

事業年度中の変動額合計
（千円）

△369 △369 1,482,201

平成20年２月29日残高
（千円）

622 622 1,598,050
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税引前当期純利益又は税引前当期
純損失（△）

　 △1,276,293 316,299

減価償却費 　 260,300 77,289

長期前払費用償却 　 3,072 1,061

社債発行費償却 　 2,991 649

新株発行費償却 　 3,075 －

貸倒引当金の増加額（△減少額） 　 60,540 △116,064

賞与引当金の減少額 　 △107,195 △14,066

退職給付費用 　 － 5,800

返品調整引当金の減少額 　 △1,445 －

投資有価証券売却益 　 △5,000 －

事業再編損失 　 712,226 －

過年度事業再編損失修正益 　 － △15,080

固定資産売却益 　 △221 －

固定資産除却損 　 34,763 1,251

店舗等閉鎖損失 　 1,827 －

減損損失 　 202,670 12,597

退職給付制度終了損 　 － 43,788

売上債権の減少額（△増加額） 　 △1,543 179,835

破産更生債権等の減少額 　 － 104,667

たな卸資産の減少額（△増加額） 　 △104,536 115,810

仕入債務の減少額 　 △89,127 △875,751

受取利息及び受取配当金 　 △57,748 △3,635

支払利息及び社債利息 　 84,646 41,717

長期差入保証金の減少額（△増加
額）

　 △617,205 3,148

預り保証金の減少額 　 △120,271 △6,461

その他 　 233,363 △82,180

小計 　 △781,110 △209,322

利息及び配当金の受取額 　 58,261 4,868

利息の支払額 　 △76,450 △47,814

法人税等の支払額 　 △19,710 △23,062

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △819,009 △275,330
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前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入による支出 　 △104,000 △500

定期預金の払戻による収入 　 472,524 －

有形固定資産の取得による支出 　 △54,146 △14,194

有形固定資産の売却による収入 　 13,792 4,262

投資有価証券の取得による支出 　 － △1,646

投資有価証券の売却による収入 　 464,727 －

親会社に対する貸付金の回収によ
る収入

　 1,056,125 －

貸付金の回収による収入 　 27,862 12,798

ソフトウェアの取得による支出 　 △129,153 △22,663

のれんの取得による支出 　 △97,551 －

保証金の差入による支出 　 △32,183 －

保証金の返還による収入 　 21,309 7,401

保険積立金の解約による収入 　 26,068 20,836

その他 　 △12,520 △1,487

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 1,652,854 4,807

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入れによる収入 　 12,985,865 6,800,349

短期借入金の返済による支出 　 △13,502,862 △6,170,361

長期借入金の返済による支出 　 △911,240 △220,360

社債の償還による支出 　 △280,000 △70,000

借入担保のための金融機関への預
入れ額

　 △303,000 －

その他 　 780 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,010,457 339,605

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少
額）

　 △1,176,611 69,082

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,327,029 150,417

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 150,417 219,500
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

　当社（旧会社名、株式会社明響社）は、平成18年２月１日

付けで株式会社アクトと合併するとともに商号変更を行

い、株式会社ＮＥＳＴＡＧＥとしてスタートしましたが、売

上高が当初の見込みを下回り、また想定していた合併効果

が十分に得られなかったことから当事業年度において

293,374千円の営業損失を計上し、さらに事業再編に伴う特

別損失を計上したこと等により1,589,967千円の当期純損失

を計上しました。その結果、当期末における純資産額が期首

と比較して大幅に減少し115,849千円となりました。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

　当社は当該状況を解消すべく以下の施策を実施しており

ます。

１．組織体制の抜本的改革

　当社は当該状況を解消すべく、当事業年度において代表

取締役の異動及び新たな取締役の選任を行うとともに新

執行役員の選任により新経営体制を整備し過去の経営体

制を抜本的に見直すことに着手しました。

　具体的には、本業であるゲーム事業の収益性を改善する

ために組織の効率化及びスリム化を図るとともに、事業

内容を精査することにより不採算事業の撤退を決定して

おります。組織体制の効率化及びスリム化はすでに平成

19年９月末までに完了しており、その効果はすでに発現

してきております。また不採算事業として識別したロ

ボット事業及びポータル事業につきましては平成19年10

月末に撤退の意思決定をしており、これにより当期にお

いて営業利益を圧迫していた要因が次期においては解消

されることとなります。

２．資金の安定化

　純資産の減少による資金繰りへの影響に関しましては、

当社の関係会社であるジェイオーグループホールディン

グス株式会社より平成19年11月30日現在、1,100,000千円

の融資が実行されているとともに、当社は当事業年度末

以降においても金融機関等からの融資が継続されている

ため、当面の資金繰りに関しては支障がないものと考え

ております。

　また、収益基盤の改善及び資金の安定化を図ることによっ

て継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと

判断しております。

　従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。

 　　　　　　　　　――――――
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

――――――

　

　

　

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(1）その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準 　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並び

に中古書籍

　総平均法による原価法

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並び

に中古書籍

同左

　

　

(2）ゴルフクラブ

　個別法による原価法

――――――

　

　

　

(3）新刊書籍及び雑貨

　売価還元法

(2）新刊書籍及び雑貨

同左

　

　

(4）その他の商品

　最終仕入原価法

(3）その他の商品

同左

　

　

(5）製品

　個別法による原価法

――――――

　

　

　

(6）仕掛品

　個別法による原価法

――――――

　

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、取引先に対して貸与している

器具備品については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び附属設備　３年から39年

(1）有形固定資産

同左

　 　 （追加情報）

当事業年度より、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

　

　

(2）無形固定資産

ソフトウェア

　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

ソフトウェア

同左

　

　

のれん

５年間で均等償却

のれん

同左

　

　

(3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

　

　

(4）少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年均等償却

(4）少額減価償却資産

同左

５．繰延資産の処理方法

　

(1）社債発行費

　３年間で均等償却

(1）社債発行費

同左

　

　

(2）新株発行費

　３年間で均等償却

――――――

　

６．引当金の計上基準

　

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、当事業年度の負担すべき支給見込額

を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当事業年度の負担すべき支給見込

額を計上しております。

　 　 なお、当事業年度におきましては、給

与規定に基づく賞与支給要件に達して

いないため、賞与引当金を計上しており

ません。

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産に基づき、当事業年度末において

発生している額を計上しております。

――――――

　

　 　 （追加情報） 

当社は平成19年12月31日をもって、退

職金制度を廃止しております。

当該廃止に伴い、退職給付制度終了損

43,788千円を特別損失として計上して

おります。

　

　

(4）返品調整引当金

出版物の返品による損失に備えるた

め、一定期間の売上高に返品実績率及び

売買利益率を乗じて算出した損失見込

額を計上しております。

――――――
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．ヘッジ会計の方法

　

(イ)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理によって

おります。

――――――

　

　

　

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　金利スワップを手段として、契約時に

存在する借入金を対象としております。

　

　

　

　

(ハ)ヘッジ方針

　社内規程においてヘッジの手段と対象

を定め、金利変動リスクをヘッジする目

的で行っております。

　

　

　

　

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略してお

ります。

　

　

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の処理方法

同左

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

55/88



会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

（有形固定資産の減価償却の方法）

　当事業年度より法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法

に変更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

　 　　　　　　　　――――――

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

（貸借対照表）

　「預け金」は前事業年度まで流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが資産の総額の100分の１を超え

たため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度における「預け金」の金額は20千円で

あります。

　「前払年金費用」は前事業年度まで投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが資産の総額の

100分の１を超えたため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度における「前払年金費用」の金額は

66,315千円であります。

　前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」（当

事業年度は6,069千円）は重要性が乏しくなったため、流動

資産の「その他」に含めて表示することにいたしました。

　前事業年度まで区分掲記しておりました「未払消費税

等」（当事業年度は18,146千円）は重要性が乏しくなった

ため、流動負債の「その他」に含めて表示することにいた

しました。

――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年９月30日）

当事業年度
（平成20年２月29日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

預け金 303,000千円

定期預金 213,000

保険積立金 119,544

　計 635,544

預け金 229,420千円

定期預金 213,000

保険積立金 16,633

　計 459,053

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

買掛金 84,050千円

短期借入金 648,003

社債（一年内償還予定分含

む）

440,000

長期借入金（一年内返済予

定分含む）

230,000

　計 1,402,053

買掛金 11,643千円

短期借入金 563,808

社債（一年内償還予定分含

む）

390,000

長期借入金（一年内返済予

定分含む）

145,000

　計 1,110,451

　２．偶発債務

(1）金融機関からの借入に対して保証を行っており

ます。

　２．偶発債務

(1）リース会社への未払リース残高に対して保証予

約を行っております。

借入保証 ㈱モアグッドタイム 252,500千円

　　計 　  252,500

リース債務 ㈱モアグッドタイム 10,514千円

　　計 　 10,514

※３．関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか、次のものがあります。

※３．関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか、次のものがあります。

未収入金 4,012千円

未払費用 1,052千円

売掛金 252千円

未収入金 689千円

未払金 1,273千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。

ＦＣロイヤリティ 376,387千円

販促協力金 19,067

開店指導料 7,528

加盟金 7,037

加盟店研修費 396

計 410,417

ＦＣロイヤリティ 151,852千円

販促協力金 6,734

開店指導料 300

加盟金 2,000

加盟店研修費 100

携帯電話新規・継続コミッ

ション

141,332

携帯電話端末等卸売 7,858

計 310,178

※２．関係会社に対する営業外収益は、次のとおりであり

ます。

※２．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

受取利息 47,142千円 売上高 1,370千円

販売費及び一般管理費 9,176千円

受取利息 19千円

支払利息 13,418千円

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

器具備品 221千円

計 221

器具備品 43千円

計 43

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 4,035千円

器具備品 3,379

ソフトウエア 25,437

その他 1,910

計 34,763

器具備品 137千円

その他 1,113

計 1,251

※５．事業再編損失の内訳は、次のとおりであります。 ※５． 　　　　　　　　――――――

組織改変に伴う退職者給与

等

18,424千円

ソフトウエア開発中止損失 103,778

ポータル事業撤退損失 321,284

ロボット事業撤退損失 35,706

事業再編による商品廃棄損

失
233,098

その他 31,668

計 743,960
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前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

※６．当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

※６．当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
金額
（千円）

大阪府豊中市 ＦＣ営業権 のれん 150,498

大阪府豊中市
 自社利用
ソフト
ウェア

ソフト
ウェア

27,250

岡山県岡山市
ほか

店舗
建物、器具
備品ほか

24,921

合計 － － 202,670

場所 用途 種類
金額
（千円）

大阪府豊中市 ＦＣ営業権 のれん 4,500

大阪府豊中市 電話加入権 その他 2,611

神戸市東灘区
ほか

店舗
器具備品ほ
か

5,485

合計 － － 12,597

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごとに、の

れんについてはブランドグループごとにグルーピングを

行なっております。

売上の不振により、一部の店舗及びのれん等につきまし

ては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続して

マイナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた

しました。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごとに、の

れんについてはブランドグループごとにグルーピングを

行なっております。

売上の不振により、一部の店舗及びのれん等につきまし

ては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続して

マイナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた

しました。

減損損失の内訳 減損損失の内訳

建物 19,695千円

器具備品 5,018

のれん 150,498

ソフトウエア 27,250

その他 206

計 202,670

器具備品 1,432千円

のれん 4,500

リース資産 4,053

その他  2,611

計 12,597

なお、当資産グループの回収可能価額につきましては、

使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

4.7％で割り引いて算定しております。

なお、当資産グループの回収可能価額につきましては、

使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

3.8％で割り引いて算定しております。

※７．他勘定振替高の内容は以下のとおりであります。 ※７． 　　　　　　　　――――――

事業再編損失（特別損失） 233,098千円

消耗品費（販売費及び一般

管理費）
2,420

旅費交通費（販売費及び一

般管理費）
30

通信費（販売費及び一般管

理費）
25

その他（販売費及び一般管

理費）
126

計 235,701
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 27,363,234 － － 27,363,234

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 86,471 － 12,000 74,471

（注）　普通株式の自己株式の株式数の減少12,000株は、ストック・オプションとしての新株予約権の行使による減

少であります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年10月１日　　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 27,363,234 23,404,000 － 50,767,234

（注）　普通株式の株式数の増加23,404,000株は、デット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資によるもの

であります。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 74,471 520 － 74,991

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加520株は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成20年２月29日現在）

現金及び預金勘定 423,917千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△273,500

現金及び現金同等物 150,417

現金及び預金勘定 493,500千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△274,000

現金及び現金同等物  219,500

　２．重要な非資金取引の内容

　　親会社貸付金の代物弁済による投資有価証券の増加

　 405,795千円

　２．重要な非資金取引の内容

　　現物出資による短期借入金の減少

　 1,099,988千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 172,835 142,605 － 30,230

ソフト
ウェア

243,490 90,274 153,215 －

合計 416,325 232,879 153,215 30,230

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 85,357 63,271 － 22,086

ソフト
ウェア

243,490 102,216 141,273 －

合計 328,847 165,487 141,273 22,086

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額 　

　１年内 67,857千円

　１年超 128,131千円

　　合計 195,989千円

　リース資産減損勘定の残高 153,215千円

　未経過リース料期末残高相当額 　

　１年内 63,929千円

　１年超 103,550千円

　　合計 167,479千円

　リース資産減損勘定の残高 141,273千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 98,312千円

減価償却費相当額 98,724千円

支払利息相当額 5,963千円

減損損失 153,215千円

支払リース料 30,171千円

減価償却費相当額 28,434千円

支払利息相当額 1,886千円

減損損失 141,273千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

１．子会社株式で時価のあるもの

前事業年度（平成19年９月30日）及び当事業年度（平成20年２月29日）において子会社株式で時価のある

ものはありません。

２．その他有価証券で時価があるもの

　 種類

前事業年度（平成19年９月30日） 当事業年度（平成20年２月29日）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの

(1)株式 11,824 17,778 5,953 11,824 17,000 5,175

(2）債券       

国債・地方債

等
－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 11,824 17,778 5,953 11,824 17,000 5,175

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの

(1)株式 19,076 16,537 △2,539 20,723 18,276 △2,447

(2）債券       

国債・地方債

等
－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 19,076 16,537 △2,539 20,723 18,276 △2,447

合計 30,900 34,315 3,414 32,547 35,276 2,728

　（注）　時価が50％以上下落した場合は減損処理の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を

行っております。

３．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自平成18年10月１日　至平成19年９月30日) 当事業年度(自平成19年10月１日　至平成20年２月29日)

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

464,727 5,000 68 0 310 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

種類
前事業年度（平成19年９月30日） 当事業年度（平成20年２月29日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 195 195

合計 195 195

　（注）　時価が50％以上下落した場合は減損処理の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を

行っております。なお、前事業年度において、有価証券について1,795千円（その他有価証券で時価評価されてい

ない非上場株式）減損処理を行っております。

５．その他有価証券のうち、満期があるものの今後の償還予定額
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　前事業年度（平成19年９月30日現在）及び当事業年度（平成20年２月29日現在）において、該当事項はあり

ません。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　当社は、現在及び将来の金利変動リスクの軽減又は回

避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しています。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ており、その方法等は、「重要な会計方針」８．に記載

したとおりであります。

(3）取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しています。

なお、ヘッジの対象としていた借入金については全額

返済しており、現在はヘッジ対象はありません。

(4）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している金利関連のデリバティブ取引につ

いては、市場金利の変動によるリスクを有しています。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも、

信用度の高い国内の取引金融機関であるため、相手方の

契約不履行によるリスクはほとんどないと認識してい

ます。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経部

が、決裁担当者の承認を得て行っています。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、又

は、計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度（平成19年９月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引
金利スワップ取引 100,000 － △121 1,399

　（注）１．時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

65/88



当事業年度（平成20年２月29日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引
金利スワップ取引 100,000 － △99 21

　（注）１．時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

１．企業の採用する退職給付制度

　退職一時金制度及び企業年金制度

２．退職給付債務等の内容

(1)退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 108,037千円

年金資産 178,829

前払年金費用 70,792

 　　　　　　　　　――――――

当社は平成19年12月31日をもって、退職金制度を廃止

しております。

当該廃止に伴い、退職給付制度終了損43,788千円を特

別損失として計上しております。

 

(2）退職給付費用の内訳 　

勤務費用 21,943千円

運用益 7,120

退職給付費用 14,823

 

(3）退職給付債務等の計算基礎

　自己都合退職による期末要支給額
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及

び人数

子会社取締役　１名

当社従業員　　５名

当社取締役　２名

当社従業員　16名
当社従業員　１名

当社取締役　９名

当社監査役　３名

当社従業員　34名

ストック・オプショ

ン数（注）
普通株式　42,000株 普通株式 228,000株 普通株式　 6,000株 普通株式 1,920,000株

付与日 平成15年１月15日 平成16年１月15日 平成17年２月1日 平成18年２月16日

権利確定条件

付与日（平成15年１

月15日）以降、権利確

定日（平成17年１月

14日）まで、当社又は

当社の完全子会社の

取締役、監査役又は従

業員（顧問、相談役を

含む。）であること。

付与日（平成16年１

月15日）以降、権利確

定日（平成18年１月

14日）まで、当社又は

当社の完全子会社の

取締役、監査役又は従

業員（顧問、相談役を

含む。）であること。

付与日（平成17年２

月１日）以降、権利確

定日（平成19年１月

31日）まで、当社又は

当社の完全子会社の

取締役、監査役又は従

業員（顧問、相談役を

含む。）であること。

付与日（平成18年２

月16日）以降、権利確

定日（平成20年２月

29日）まで、当社又は

当社の完全子会社の

取締役、監査役、従業

員、顧問、又は相談役

のいずれかであるこ

と。

対象勤務期間
平成15年１月15日～

平成17年１月14日

平成16年１月15日～

平成18年１月14日

平成17年２月１日～

平成19年１月31日

平成18年２月16日～

平成20年２月29日

権利行使期間
平成17年１月15日～

平成19年１月14日

平成18年１月15日～

平成20年１月14日

平成19年２月１日～

平成21年１月31日

平成20年３月１日～

平成22年２月28日

　（注）　上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数に

換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

　 （単位：株）

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利確定前 　 　 　 　

前事業年度末未確

定残
－ － 6,000 1,920,000

付与 － － － －

失効 － － － 453,000

権利確定 － － 6,000 －

当事業年度末未確

定残
－ － － 1,467,000

権利確定後     

前事業年度末未行

使残
12,000 84,000 － －

権利確定 － － 6,000 －

権利行使 12,000 － － －

失効 － 42,000 － －

当事業年度末未行

使残
－ 42,000 6,000 －

②単価情報

　 （単位：円）

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利行使価格 65 71 123 329

行使時平均株価 168 － － －

公正な評価単価（付

与日）
－ － － －

　（注）　平成17年５月20日付をもって１株を３株に分割しており、平成14年12月25日及び平成15年12月25日決議のストッ

ク・オプションは付与時の権利行使価格の調整を行っております。
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当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年２月29日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及

び人数

当社取締役　２名

当社従業員　16名
当社従業員　１名

当社取締役　９名

当社監査役　３名

当社従業員　34名

ストック・オプショ

ン数（注）
普通株式 228,000株 普通株式　 6,000株 普通株式 1,920,000株

付与日 平成16年１月15日 平成17年２月1日 平成18年２月16日

権利確定条件

付与日（平成16年１月15日）

以降、権利確定日（平成18年

１月14日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役又は従業員（顧問、相談

役を含む。）であること。

付与日（平成17年２月１日）

以降、権利確定日（平成19年

１月31日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役又は従業員（顧問、相談

役を含む。）であること。

付与日（平成18年２月16日）

以降、権利確定日（平成20年

２月29日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役、従業員、顧問、又は相談

役のいずれかであること。

対象勤務期間
平成16年１月15日～

平成18年１月14日

平成17年２月１日～

平成19年１月31日

平成18年２月16日～

平成20年２月29日

権利行使期間
平成18年１月15日～

平成20年１月14日

平成19年２月１日～

平成21年１月31日

平成20年３月１日～

平成22年２月28日

　（注）　上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数に

換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

　 （単位：株）

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利確定前 　 　 　

前事業年度末未確

定残
－ － 1,467,000

付与 － － －

失効 － － 1,172,000

権利確定 － － －

当事業年度末未確

定残
－ － 295,000

権利確定後    

前事業年度末未行

使残
42,000 6,000 －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 42,000 － －

当事業年度末未行

使残
－ 6,000 －

②単価情報

　 （単位：円）

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利行使価格 71 123 329

行使時平均株価 － － －

公正な評価単価（付

与日）
－ － －

　（注）　平成17年５月20日付をもって１株を３株に分割しており、平成15年12月25日決議のストック・オプションは付与

時の権利行使価格の調整を行っております。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

70/88



（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,360,226千円

事業再編損失 254,641

減損損失 104,225

貸倒引当金損金算入限度超過額 77,803

退職給付引当金損金算入限度超

過額
43,971

商品評価損 50,322

その他 14,581

繰延税金資産小計 1,905,772

評価性引当額 △1,905,772

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

前払年金費用 △72,783

その他有価証券評価差額 △2,423

繰延税金負債計 △75,206

繰延税金負債の純額 △75,206

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,446,230千円

事業再編損失 46,133

減損損失 170,514

商品評価損 50,624

その他 2,627

繰延税金資産小計 1,716,130

評価性引当額 △1,716,130

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 △2,106

繰延税金負債計 △2,106

繰延税金負債の純額 △2,106

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳について

は、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

住民税の均等割 2.5

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.1

評価性引当額 △63.0

その他 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.0

（持分法損益等）

前事業年度（平成19年９月30日現在）及び当事業年度（平成20年２月29日現在）において、該当事項はありませ

ん。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の

関係会社

ジェイ

オーグ

ループ

ホール

ディング

ス㈱

神戸市

中央区
500,000

純粋持株会

社

(被所有)

直接

33.30％

役員の

兼任

２名

－

資金の借入

（注３）
1,000,000

関係会社

短期借入

金

400,000

利息の支払

（注３）
1,397 未払費用 1,052

その他の

関係会社

㈱クイン

ランド

神戸市

東灘区
6,950,144

ウェブマー

ケティング

戦略企画、

構築、運営

支援

(被所有)

直接

21.99％ 

（注４）

－ －

ポータルサ

イト運営・

保守費用等

（注１）

42,263 － －

事務所賃借

（注２）
3,655 － －

資金の貸付

の回収

（注３）

1,800,000 － －

利息の受取

（注３）
47,142 未収入金 4,012

　（注）１．ポータルサイト運営・保守については市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。

２．事務所賃借は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。

３．資金の借入及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

４．上記以外に、株式会社クインランドが実質的に所有している証券保管振替機構名義の失念株式が1,000,000株

あり、当該株式を持株数に含めた場合の当社への実質的な出資比率は、25.65％となります。

５．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

(2）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 浅沼　聡 － －

当社

取締役

（注４）

(被所有)

直接

2.08％

－ －
債務保証

（注１）
7,800 － －

役員及び近

親者が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

㈱ファー

スト

大阪府

豊中市
10,000

不動産賃貸

業、ドッグ

フード事

業、イン

ターネット

ショップ運

営及び指導

(被所有)

直接

1.53％

役員の

兼任

２名

(注５)

設備の

賃借

本社ビルの

賃借

（注２）

63,999 － －

　（注）１．当社が賃借している営業店舗等の賃借契約に対して個人保証を受けているものであります。なお、取引金額は

年間の賃借料であり、当期末において債務保証残高はありません。

２．本社ビルの賃借は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

４．浅沼聡氏は平成19年10月５日に当社取締役を退任しております。

５．平成19年10月５日に２名共退任のため、本有価証券報告書提出日現在において兼任はありません。
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当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年２月29日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

ジェイ

オーグ

ループ

ホール

ディング

ス㈱

神戸市

中央区
500,000

純粋持株会

社

(被所有)

直接

63.99％

役員の

兼任

１名

－

資金の借入

（注３）
949,994 － －

利息の支払

（注３）
13,418 未払金 12

利息の受取

（注３）
19  － －

業務受託

 （注２）
1,169 － －

その他の

関係会社

㈱クイン

ランド

（注５）

神戸市

東灘区
6,950,144

ウェブマー

ケティング

戦略企画、

構築、運営

支援

(被所有)

直接

11.82％ 

－ －

ポータルサ

イト運営・

保守費用等

（注１）

1,143
破産更生

債権等
2,812

　（注）１．ポータルサイト運営・保守については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。

２．業務受託については、当該業務にかかる人員が支給されている給与の額を基準として決定しております。

３．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

４．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。

５．株式会社クインランドは、平成20年２月25日付のジェイオーグループホールディングス株式会社に対する

デット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資を行った結果、「その他の関係会社」に該当しないこ

ととなっております。

なお、上記金額は当該期間及び期間末の数値を記載しております。

(2）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の子

会社

神戸タウ

ン㈱

神戸市

中央区
90,000

広告メディ

ア及び携帯

電話販売代

理店

－ － －
業務委託

（注２）
3,619 未払金 1,000

親会社の子

会社

㈱シェ

アード

サービス

神戸市

中央区
90,000

経理・財務

・人事関連

業務の請負

－ － －
業務委託

（注２）
285 未払金 60

親会社の子

会社

㈱メディ

アクリエ

イト

大阪市

西区
259,967

コールセン

ター運営の

コンサル

ティング等

－ － －

タイトル

データ販売

（注１）

1,370 売掛金 252

親会社の子

会社

㈱クリエ

イトライ

フ

大阪市

中央区
20,000 人材派遣業 － － －

派遣社員の

受入

（注１）

179 未払金 201

親会社の子

会社

㈱建築環

境評価セ

ンター

東京都

港区
90,000

不動産・土

壌の調査業

務

－ － －
業務受託

（注２）
2,779 未収入金 689

　（注）１．タイトルデータ販売、派遣社員の受入については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しており

ます。

２．業務委託および業務受託については、当該業務にかかる人員が支給されている給与の額を基準として決定し

ております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額 ４円24銭

１株当たり当期純損失 △58円27銭

１株当たり純資産額 31円53銭

１株当たり当期純利益 13円64銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△1,589,967 382,604

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円）
△1,589,967 382,604

期中平均株式数（株） 27,285,377 28,058,625

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

（うち自己株式取得方式によるストック

・オプション）
（－） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

―――――― 平成16年12月24日定時株主総会決

議および平成17年12月22日定時株

主総会決議による自己株式取得方

式のストック・オプション。これら

の詳細は、「第４　提出会社の状況　

１　株式等の状況　(2)新株予約権等

の状況」に記載のとおりでありま

す
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

（ストック・オプションとして新株予約権を発行）

 　当社は平成19年12月26日開催の定時株主総会により、会

社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、当社

の取締役及び従業員に対し、ストック・オプションとして

発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に

委任することにつき、決議いたしました

 　なお、当社取締役に対する新株予約権の付与は、会社法

第361条に規定する取締役の報酬等に該当いたします。当

社は、平成９年６月27日開催の第16回定時株主総会におけ

る第４号議案「取締役及び監査役の報酬額改定の件」に

おいて、取締役の報酬額を年額５億円以内（但し、使用人

兼務取締役に対する使用人分給与を含まない。）と承認さ

れ現在に至っておりますが、この範囲内にて取締役の報酬

等として新株予約権を付与することについても、あわせて

決議いたしました。ストック・オプションとしての報酬額

は、新株予約権の割当日において算定した新株予約権１個

あたりの公正価額に、割当てる新株予約権の総数を乗じて

得た額となります。なお、現在の取締役の員数は、７名であ

ります。

 １．特に有利な条件をもって新株予約権を引き受ける者

の募集をすることを必要とする理由

当社は、当社業績向上や企業価値の増大、株主重視の

経営意識を高めるためのインセンティブを与えること

を目的として、当社取締役及び従業員に対して、ストッ

ク・オプションとして新株予約権を無償で発行するも

のであります。

 ２．本新株予約権の払込金額

本新株予約権と引換えに金銭の払込を要しないもの

とする。

 ３．本新株予約権の割当日

本新株予約権発行の取締役会で決定する。

 ４．本新株予約権の内容

 (1）新株予約権割当の対象者

当社の取締役及び従業員に対して、割当てるものと

する。

 (2）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

 　新株予約権の目的となる株式の種類は普通株式と

し、各新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付

与株式数」という。）は、1,000株とする。但し、本株主

総会における決議の日（以下、「決議日」という。）

後、当社が当社普通株式につき、株式分割、株式無償割

当又は株式併合等を行う場合、次の算式により目的と

なる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調

整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていな

い新株予約権の目的となる株式の数について行われ、

調整の結果生じる１株未満の端数については、これを

切り捨てるものとする。

（社債の買入と消却）

当社は、平成17年８月31日に発行した第３回無担保社債

の一部未償還残高および平成18年７月31日に発行した第

７回無担保社債の一部未償還残高を、それぞれ買入、消却

しております。

その概要は、以下のとおりです。

(1)買入・償却する社債の
種類及び額

株式会社NESTAGE第３回
無担保社債　100,000千円

(2)償還の方法 買入・消却  

(3)償還の時期 平成20年３月21日

(4)償還のための資金調達
の方法

自己保有余剰資金 

(5)社債の減少による支払
利息の減少見込額

1,040千円

(1)買入・償却する社債の
種類及び額

株式会社NESTAGE第７回
無担保社債　210,000千円

(2)償還の方法 買入・消却  

(3)償還の時期 平成20年３月21日

(4)償還のための資金調達
の方法

自己保有余剰資金

(5)社債の減少による支払
利息の減少見込額

6,143千円 

（直営部門の一部事業譲渡）

当社は、平成20年３月31日開催の取締役会において、当

社がTVゲーム関連事業、AV（オーディオビジュアル）関

連事業、書籍関連事業のうち直営部門において運営してお

ります９店舗に関し、事業譲渡することについて検討を開

始することを決議いたしました。

有価証券報告書提出日(平成20年５月29日)現在、事業譲

渡契約書の締結は完了しておりますが、一部の契約につい

ては協議中であります。

　

 １．当該事業の譲渡先の名称、住所、代表者の氏名、資本金

及び事業の内容

(1)名称 株式会社ティー・エス・ケー

(2)所在地 京都市上京区下長者町、小川西入鷲司
町62

(3)代表者の氏名 代表取締役社長　乗松　良徳

(4)資本金 1,000万円

(5)事業の内容 マンション・テナント管理、TUTAYA
等のFC展開
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前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

調整後
付与株式数

＝
調整前
付与株式数

×分割・合併の比率

　また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整するものとする。

(3）新株予約権の数

　800個を上限とする。（新株予約権１個につき普通株

式1,000株とする。）

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

及びその算定理由

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当

日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）のジャスダック証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」と

いう。）の平均値に1.025を乗じた金額とし、１円未満

の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日

の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近

の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とす

る。

　なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分割、株式

無償割当及び株式併合等を行う場合には、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

１

分割・合併の比率

　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通

株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う

場合、（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の

転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権

の行使の場合を除く）は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 ２．当該事業譲渡の内容

(1)TVゲーム関連事業

新品及び中古TVゲームソフト・ハードの販売

(2)AV（オーディオビジュアル）関連事業

新品及び中古のCD・DVD・ビデオの販売並びにレン

タル

(3)書籍関連事業

新刊書籍・雑誌等を販売するほか、中古書籍の買取・

販売

(4)譲渡を行う店舗及び所在地

店名 所在地

ワンダーパニック豊中店 大阪府豊中市本町1-8-6

ワンダーパニック池田店 大阪府池田市満寿美町2-8

復活書房　服部店
大阪府豊中市服部南町
1-7-12-101

復活書房　伊丹店 兵庫県伊丹市大鹿7-34

復活書房　岡本店 神戸市東灘区岡本1-3-22

復活書房　西宮店 兵庫県西宮市大屋町30－9

復活書房　潮江店 兵庫県尼崎市潮江2-25-15

復活書房　小林店 兵庫県宝塚市小林4-87-7

レストアストアー京都新堀
川店

京都市伏見区竹田松林町8番

 ３．対象事業の業績

(1)前事業年度（平成19年９月期）

　 事業譲渡店舗

 売上高 2,104百万円

 売上総利益 635百万円

 営業利益 59百万円

 経常利益 ６百万円

　

(2)当事業年度（平成20年２月期）

　 事業譲渡店舗

 売上高 773百万円

 売上総利益 226百万円

 営業利益 ７百万円

 経常利益 ７百万円

（注）当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則
決算となっております。
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前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

　なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」とは、

当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さ

らに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要と

するやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

で行使価額を調整するものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

　平成21年４月１日から平成26年３月31日までとす

る。

(6）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても当社の取

締役及び従業員であることを要する。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人はその権

利を行使することはできない。

③　新株予約権の質入、担保権の設定その他の処分は

認められないものとする。

④　上記①②③の詳細及びその他の条件については、

当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。

(7）新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金の額は会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会

の承認を要するものとする。

(9）新株予約権の取得条項

　当社はいつでも新株予約権を無償で取得することが

できる。

５．その他

　募集事項の決定の委任等

　上記に定めるものの他、新株予約権の募集事項及び細目

詳細については、本定時株主総会後に開催される取締役会

決議により定める。

 ４．対象事業の資産

流動資産 300百万円

固定資産 28百万円

固定負債 18百万円

 ５．譲渡価格及び決済方法

譲渡価格 361百万円

決済方法 現金決済

（多額の資金の借入）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、極度貸付

契約を締結し、平成20年４月30日に借入を実施いたしまし

た。

１．借入先の名称

株式会社ガリアプラス

２．借入金額、借入条件

400百万円

利率9.75％

貸越極度額の総額 400百万円

借入実行残高 400百万円

差引借入未実行残高 －百万円

３．契約期間

平成20年４月28日から平成25年４月27日

４．担保提供資産

売掛金　1,092百万円（平成20年２月末現在）

（集合債権譲渡担保契約）

５．その他

当社の親会社であるジェイオーグループホールディ

ングス株式会社が、当該極度貸付契約に関して連帯保証

人となっております。

（資金の貸付）

当社は、グループ企業であるジェイオー建設株式会社

が、その取引先である株式会社ミキシング（平成20年５月

16日民事再生申立）に対する工事物件の引渡し及び代金

の決済が実行されなかったことにより、ジェイオー建設株

式会社他へ一時的な短期資金の貸付を平成20年４月及び

５月に行っており、有価証券報告書提出日（平成20年５月

29日）現在、グループ企業に対し下記の貸付を実行してお

ります。

貸付先の名称 貸付金額 返済期日　

株式会社南翔 50百万円 平成20年５月30日　

ジェイオー建設
株式会社

615百万円　 平成20年５月30日
及び６月30日　

なお、貸付利率については、当社の資金調達条件を勘案

して決定しております。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
14,000 13,244

㈱ゴトー 28,264 12,549

コナミ㈱ 1,100 3,839

㈱伊予銀行 2,000 2,056

㈱トマト銀行 8,000 1,888

㈱ハドソン 1,000 1,700

その他（３銘柄） 205 195

計 54,569 35,471
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 622,447 － 5,561 616,885 507,919 8,101 108,966

構築物 2,197 － － 2,197 1,364 77 833

車両運搬具 6,866 － 6,866 － － 11 －

器具備品 315,746 13,452
11,889

(1,432)
317,309 259,623 10,663 57,686

土地 103,353 － － 103,353 － － 103,353

有形固定資産計 1,050,612 13,452
24,318

(1,432)
1,039,746 768,907 18,854 270,839

無形固定資産        

ソフトウェア 538,896 22,663 － 561,559 451,465 27,157 110,094

電話加入権 19,506 －
2,611

(2,611)
16,895 － － 16,895

のれん 402,043 －
4,500

(4,500)
397,543 191,095 31,277 206,448

無形固定資産計 960,446 22,663
7,111

(7,111)
975,997 642,560 58,435 333,437

長期前払費用 20,838 400 1,630 19,608 12,356 1,061 7,252

繰延資産        

社債発行費 19,174 － － 19,174 18,265 649 908

繰延資産計 19,174 － － 19,174 18,265 649 908

　（注）１．「当期減少額」の欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　 器具備品 物流センター 10,192千円 ＨＨＴ庫内運用システム

　 ソフトウェア 物流センター 22,447千円 ＨＨＴ庫内運用システム
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第１回無担保

社債

平成15年９月

25日

60,000

（60,000)

60,000

（60,000)
0.74 なし

平成20年９月

25日

第２回無担保

社債

平成15年９月

30日

80,000

（80,000)

80,000

（80,000)
0.79 あり

平成20年９月

30日

第３回無担保

社債

平成17年８月

31日

120,000

（40,000)

100,000

（100,000)
0.72 あり

平成22年８月

31日

第５回無担保

社債

平成16年12月

13日

10,000

（10,000)

－

（　　－)
0.61 なし

平成19年12月

13日

第６回無担保

社債

平成17年１月

31日

50,000

(20,000)

40,000

(20,000)
1.00 なし

平成22年１月

29日

第７回無担保

社債

平成18年７月

31日

240,000

(60,000)

210,000

(210,000)
1.57 あり

平成23年７月

29日

合計 －
560,000

(270,000)

490,000

(470,000)
－ － －

　（注）１．第５回無担保社債及び第６回無担保社債については、合併により株式会社アクトから引継いだものでありま

す。

２．貸借対照表日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

470,000 20,000 － － －

　３．（　）内は、１年以内の償還予定額であります。

　４．第３回無担保社債および第７回無担保社債につきましては、「第５　経理の状況　１．財務諸表等　（1）財務

諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおり、平成20年３月21日付にて、それぞれ買入、消却してお

り、提出日現在の残高はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,648,003 1,493,808 2.16 －

１年以内に返済予定の長期借入金 336,260 201,800 1.82 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 128,900 43,000 1.95 平成20年～21年

その他の有利子負債    　

　関係会社短期借入金 400,000 － 3.00 －

合計 2,513,163 1,738,608 － －

　（注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 43,000 － － －

２．平均利率は、期末残高に対する加重平均利率であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 360,280 69,556 － 272,667 157,169

賞与引当金 14,586 － 14,066 520 －

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額および平成18年９月期に貸倒引

当金の設定を行っておりました株式会社ウェブベースに対する金銭消費貸借契約に係る残債権の期限前回

収等に伴う貸倒引当金の戻入であります。

２．賞与引当金の当期減少額「その他」は、給与規定に基づく賞与支給要件に達していないため、取崩を行った

ものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 35,553

銀行預金  

当座預金 8

普通預金 183,817

定期預金 274,000

別段預金 120

小計 457,946

合計 493,500

２）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱トーハン 156,667

イオン㈱ 87,751

㈱日野屋玩具店 82,090

㈱ベイシア 80,323

日本出版㈱ 65,496

その他 788,403

合計 1,260,733

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

1,481,721 15,230,187 15,451,174 1,260,733 92.5 13.7

　（注）１．上記金額には消費税等が含まれております。

２．回収率及び滞留期間の算出方法は次のとおりです。

　 回収率＝当期回収高÷（前期繰越高＋当期発生高）×100　

滞留期間＝
前期繰越高＋次期繰越高

÷
当期発生高

２ 152

３）商品

品目 金額（千円）

ＴＶゲーム関連事業部門

新品ソフト 396,225

中古ソフト 423,270

新品ハード・パーツ 176,094

中古ハード・パーツ 48,032

その他 160,599

小計 1,204,222
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品目 金額（千円）

 ＡＶ関連・書籍事業

新品ＣＤ 26,683

中古ＣＤ 38,961

セルＤＶＤ 37,302

中古ＤＶＤ 52,959

新刊本 3,718

中古本 72,686

小計 232,311

その他の事業 その他 22,208

合計 1,458,741

②　固定資産の部

１）長期差入保証金

区分 金額（千円）

営業保証金 742,004

賃貸保証金 440,540

その他 6,320

合計 1,188,865

③　流動負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ソニー・コンピュータエンターテインメント 254,510

㈱アジオカ 127,149

㈱西野 87,729

㈱コナミマーケティング 66,099

㈱安藤骨牌㈱ 33,398

その他 386,606

合計 955,494

④　固定負債の部

１）預り保証金

区分 金額（千円）

フランチャイズ加盟保証金 497,615

賃貸保証金 11,000

合計 508,615

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
２月末日

８月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することが出来ない場合は、日経経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.nestage.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）臨時報告書

平成19年11月１日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象が発生した場合）に基づく臨時報告書であります。

(2）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第27期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日近畿財務局長に提出。

(3）有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第27期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成20年２月５日近畿財務局長に提出。

(4）有価証券届出書（株式の発行）及びその添付書類

平成20年２月８日近畿財務局長に提出。

(5）臨時報告書

平成20年２月８日近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（完全子会社となる株式交換が行われること

が、業務執行を決定する機関により決定された場合）に基づく臨時報告書であります。

(6）臨時報告書の訂正報告書

平成20年２月25日近畿財務局長に提出。

平成20年２月８日に提出して臨時報告書に係る訂正報告書であります。

(5）臨時報告書

平成20年２月25日近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

  平成19年12月27日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 米沢　 顕 　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 瀧川　佳秀　　印

　 　 　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｎ

ＥＳＴＡＧＥの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において293,374千円の営業損失を計上し、1,589,967

千円の当期純損失を計上した結果、当期末における純資産が期首と比較して大幅に減少し115,849千円となっており、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年12月26日開催の定時株主総会により、取締役及び従業員に対し、ス

トック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することを決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。
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独立監査人の監査報告書

　

  平成20年５月29日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ    

 取締役会　御中  

 恒栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岡村　年起　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 椿本　雅朗　　印

　 　 　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成19年10月１日から平成20年２月29日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｎ

ＥＳＴＡＧＥの平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社はグループ企業（親会社の子会社）であるジェイオー建設株式会社他に

対して、平成20年４月及び５月に665百万円を貸し付けている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。
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